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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　インドネシア共和国母と子の健康手帳プロジェクトは、インドネシア版母子健康手帳を活用し

て母親と子どもに対する質の高い保健サービスが提供され、母親の健康な生活のための意識や行

動の改善を図ることを目的として、平成10年10月１日から協力が開始されました。その後インド

ネシア共和国においては経済危機や地方分権化などの大きな政治的変化がありましたが、ほぼ順

調にプロジェクトの運営を進めてきました。

　このたび、国際協力事業団は、本件プロジェクト実施に係る討議議事録（R／D）に基づく協力期

間が平成15年９月30日をもって終了するのに先立ち、これまでの協力内容などの評価を実施し、

本分野における協力への提言を行うため、平成15年３月15日から３月31日までの日程で、当事業

団専門技術嘱託 水田 加代子を団長として終了時評価調査団を派遣しました。

　本報告書は、上記調査の結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りました関

係各位に深甚なる謝意を表します。

　平成15年４月
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ADB Asian Development Bank アジア開発銀行
ADRA Adventist Development and Relief Agency （NGO）
APBD I Provincial Government Budget 地方政府予算（州レベル）
APBD II District/Municipality Government Budget 地方政府予算（県・市レベル）

CCCM Central Coordinating Committee Meeting
中央レベル調整委員会
（通常JCCと同義）

CHN 3
Community Health and Nutrition Project
Phase 3

世界銀行（ローン）の地域保健／栄
養プロジェクト

C／P Counterpart カウンターパート
ECCE Early Child Care and Education 早期の子どものケアと教育
ECD Early Child Development 早期の子どもの発達

FHN Family Health and Nutrition Project
ADB（ローン）の家族保健／栄養プ
ロジェクト

IBI Indonesian Midwives Association インドネシア助産師協会
IDAI Indonesian Pediatricians Association インドネシア小児科医師会
IMCI Integrated Management of Childhood Illness 包括的小児疾患戦略（WHO）
IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率
JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊
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妊娠第１期（０～３か月、最初の４
か月）に初回妊婦検診を受けた人の
割合
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LE Long-Term Expert (of JICA) 長期専門家（JICA）
MCH Maternal and Child Health 母子保健
MMR Maternal Mortality Rate 妊産婦死亡率
MOH Ministry of Health 保健省
NGO Non-Governmental Organization 民間非営利団体
PCCM Provincial Coordinating Committee Meeting 州レベル調整委員会
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PCM Project Cycle Management
プロジェクト・サイクル・マネージ
メント

PDM Project Design Matrix
プロジェクト・デザイン・マトリッ
クス

PERDA Local Government Regulation 地方自治体条令
PKK Women’s Association in the Community 地域婦人会
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Association

インドネシア産婦人科医師会

R／D Record of Discussions 討議議事録

SMPFA
Safe Motherhood Partnership and Family
Approach
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TSI Tentative Schedule of Implementation 暫定実施計画
UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金
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WGM Working Group Meeting ワーキング・グループ会合
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第１章　終了時評価の概要第１章　終了時評価の概要第１章　終了時評価の概要第１章　終了時評価の概要第１章　終了時評価の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　本プロジェクト実施に至るまでには、７年にわたる日本の協力背景がある。インドネシア共和

国（以下、「インドネシア」と記す）の母子保健サービス充実のために、我が国は、1989年11月から

５年間にわたり「家族計画・母子保健プロジェクト」を実施し、中部ジャワ州をモデル地区として、

乳幼児・妊産婦の保健衛生の質の向上と、それを支援するサービス・デリバリーの強化を図った。

同プロジェクトで開発され、試行が開始された母子健康手帳は母子保健個別専門家（1995年５月～

1997年８月）に引き継がれ、フォローアップと最終評価調査を経て、母子健康手帳が母親と子ども

の健康教育教材、及び保健サービスの手段として有効であることが確認された。

　その成果に基づき、インドネシア政府は、母子健康手帳プログラムをコンポーネントとした母

子保健サービス改善を目的としたプロジェクト方式による技術協力を我が国に要請してきた。こ

れを受けてJICAは1998年10月１日から５年間の協力期間で本プロジェクトを開始した（詳細な背景

と概要については１－３を参照）。

　本調査は、プロジェクト開始時から終了時までのプロジェクト活動実績について整理し、評価

５項目の観点から関係者と討議、分析のうえ評価を実施し、目標の達成度を判定し、評価結果か

ら今後の協力のあり方や実施方法の改善に役立つ教訓や提言を導き出すことを目的として実施さ

れた。

１－２　調査団の構成と調査期間

１－３　対象プロジェクトの背景と概要

１－３－１　プロジェクトの協力に至るまでの経緯（1998年まで）注１

（１） 母子健康手帳活動の端緒

　インドネシア版母子健康手帳は、JICAがインドネシア中部ジャワ州において実施した「家

担当分野 氏　名 所　属 調査期間

団長／総括 水田加代子 国際協力事業団 専門技術嘱託 2003年３月23～30日

母子保健 中村　安秀 大阪大学大学院 人間科学研究科 教授 2003年３月26～31日

地域保健 林　　正幸 福島県立医科大学 看護学部 教授 2003年３月15～25日

評価計画 室井　真紀
国際協力事業団 医療協力部 医療協力
第一課 職員

2003年３月23～30日

評価分析 中村千亜紀
グローバルリンクマネージメント株式会社
社会開発部 研究員

2003年３月15～30日

注１ 出所：JICA医療協力部「インドネシア母と子の健康手帳プロジェクト事前調査団報告書」1998年１月
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族計画・母子保健プロジェクト」（1989～1994年）のカウンターパート（C／P）研修で、日本の

母子保健制度を学んだインドネシア人医師がインドネシア版母子健康手帳の開発を強く要望

したことから始まった。その後、母子健康手帳の開発、制度的な対応などが慎重に検討され

た結果、導入が決定された。

（２） 開発期（1993～1994年）

　1993年より１年あまりをかけて、インドネシア版母子健康手帳は開発された。保健省出張

所、公立病院の専門医を含めた中部ジャワ州サラティガ市（人口約15万人）での協議、女性グ

ループの組織を利用した母親グループへのフォーカス・グループ・ディスカッションを通じ

て、地域に適合した母子健康手帳の開発が行われた。

（３） 試行期（1994～1996年）

　母子保健専門家１名が、試行のサイトにおいて母子健康手帳の実施のために技術指導を

行った。導入のプロセスの第１に、州とサラティガ市における関係者が母子健康手帳の役割

を共有する目的で導入セミナーが行われた。

　第２に、州のスタッフと共同で研修教材を作成し、それを用いてサラティガ市の衛生部で

保健所の代表者に対する研修を行った。彼らはそれぞれの保健所に戻り、残りの保健所ス

タッフに対して研修を行った。ポシアンドゥ村落保健所活動を支えている保健ボランティア

に対しても、各ポシアンドゥあたり５名ずつに対して研修が行われた。

　活動内容に関しては、県衛生部の母子保健担当及び保健所長、そして日本人専門家がチー

ムを組んで、各保健施設において適切に利用されているか、巡回指導モニタリングを行い、

また月に一度の定例会議において、母子健康手帳の利用を含む、母子保健全般に関する評価

会議を行った。

（４） 展開期（1996～1998年）

　1996年からは、国連人口基金（UNFPA）との連携の下、「家族計画・人口特別機材供与」ス

キームが適用され、世界銀行（ローン）の地域保健／栄養プロジェクト（CHN 3）とあわせて、

中部ジャワ州全35県・市のうち、1997年度末時点で22県・市を母子健康手帳活動がカバー

することになった。

　1997年度からは、中部ジャワ州以外での母子健康手帳の拡大の要請に応えて、西スマトラ

州、ブンクル州、南スラウェシ州、東ジャワ州で母子健康手帳の導入が決定され、1997年

２月に行われた母子健康手帳改訂ワークショップにおいて、保健省版母子健康手帳となり、

あわせて使用ガイドラインも改訂された。
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　また、1997年から1998年には、母子保健個別派遣専門家がジャカルタの保健省にて人口

特別機材供与のフォロー及び新規プロジェクトの立ち上げ準備に従事した（図１－１参照）。

図１－１　インドネシアにおける母子健康手帳活動の流れ

2002~

印刷費負担

JICAプロ
ジェクト

1994~

1997~

インドネシア
予算ドナー
（ADB・
世界銀行・
UNICEF・

JICA）

第１期拡大：
中部ジャワ州８県
人口770万

インドネシア母子健康手帳プログラムへ
（人口２億人）

個別派遣専門家

日本側の投入

家族計画・人口
特別機材供与

個別派遣専門家

JICA家族計画・母子
保健プロジェクト

人口特別
世界銀行

JICA母と子の健康手帳
プロジェクト

西スマトラ州

北スラウェシ州

中部ジャワ州
全35県

人口2,900万

第２期拡大：
中部ジャワ州19県
人口1,550万

1996~

1998~

JICAプロ
ジェクト

人口特別
世界銀行

人口特別
世界銀行

1995~

第３期拡大
中部ジャワ州

22県
人口1,750万

西スマトラ州
＋他３州

試　行
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１－３－２　プロジェクト開始後からの時系列的動き（1998年から）注２

　1998年から2003年３月現在までのプロジェクトの時系列的動きは、表１－１のとおりである。

注２ 出所：尾崎敬子「インドネシア母子手帳活動の10年『モデル活動』期を中心として」2002年10月

表１－１　プロジェクト開始後からの時系列的動き

母子健康手帳プロジェクト 他のJICAスキーム 他ドナーの動き 社会・経済状況
1998 10月 ・ジャカルタ事務所

の開設
・西スマトラ州事務
所の開設

・家族計画・人口
特別機材供与
スキーム（1996
～2001年）

・世界銀行／CHN 3（中部
ジャワ州）（1995～2002
年）

・アジア経済
危機の影響
で貧困人口
が増加する。

1999 ４月 ・北スラウェシ州事
務所の開設

・ JOCVの派遣
（ブンクル州）

2000 ・ JOCVの派遣
（東ジャワ州）

・アジア開発銀行（ADB）
／ADBの家族保健／栄
養プロジェクト（FHN）
（北スマトラ州、ジャン
ビ州、中部カリマンタン
州、南カリマンタン州、
ブンクル州）（2000～
2003年）

・民間非営利団体（NGO）
〔インドネシア助産師協
会（IBI）、PCI、WVI〕
（西ジャワ州、パプア州、
西カリマンタン州）
（2000～2002年）
・世界銀行／CHN 3（東ヌ
サテンガラ州（NTB））
（2000～2001年）

2001 ５月 ・討議議事録（R／D）
の変更により、準重
点州として６州（南
スラウェシ州、バリ
州、西ヌサテンガラ
（NTB）州、ジョグ
ジャカルタ州、東ジ
ャワ州、ブンクル
州）への支援の拡大
が決定した。

・ JOCVの派遣
（ジョグジャカ
ルタ州、バリ
州、NTB州及び
保健省）

・世界銀行／世界銀行の
セーフ・マザーフッド・
プロジェクト（SMPFA）
（中部ジャワ州、東ジャ
ワ州）（2000～2004年）

・世界銀行／CHN 3（中部
ジャワ州）（2001年）

・大統領選挙
・地方分権化
法の施行

・ゴロンタロ
州が北スラ
ウェシ州よ
り分離独立
する。

2002 ７月 ・北スラウェシ州事
務所の閉所

・国別特設研修
（母子保健分
野）（2002～
2004年）

・ JOCVの派遣
（東ジャワ州、
南スラウェシ
州）

2003 ３月 ・西スマトラ州事務
所の閉所
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１－３－３　プロジェクト計画の概要

　本プロジェクトでは、実施協議調査団派遣時に締結されたR／D（1998年７月15日）において、

重点２州（西スマトラ州及び北スラウェシ州）を対象としたプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）が策定されたほか、2001年５月のR／Dの変更に伴ってSimple Project Matrix（準重点

６州を対象としたもの）が策定されていた。

　プロジェクトの開始から３年半あまりが経過した2002年８月には、プロジェクト・サイクル・

マネージメント（PCM）モニタリング・ワークショップが開催され、重点２州及び準重点６州に

関して作成されていたそれぞれのPDM及びSimple Project Matrixの見直しが行われ、それぞれ

について修正版PDMが作成され、関係者と共有された。その後、同年11月には、それらの修正

版PDMについて、プロジェクトの関係者による正式合意が得られた。

　重点２州及び準重点６州のそれぞれの修正版PDMでの主な修正点を表１－２に、修正版PDM

に記載されているプロジェクトの要約をそれぞれ表１－３、１－４に示す。

表１－２　重点２州・準重点６州の修正版PDMにおける主な修正点

重点２州 準重点６州

上位目標

２つ設定した。１つは、当初計画のPDMの
上位目標をそのまま記載したものである。
もう１つは、全国展開を視野に入れた目標
を新たに追加した。

当初計画には設定されていなかったため、
当初計画のプロジェクト目標を上位目標
として設定した。

プロジェク
ト目標

対象地域を明確にしたほかは、当初計画の
PDMから変更なし。

投入や活動、成果と比較して当初計画のプ
ロジェクト目標のレベルが高かったため、
新たに設定し直した。

成　果

成果０、１、２、３、５は当初計画PDMに
書かれていた成果を整理して、あいまいな
書きぶりを具体的に書き改めたものであ
る。成果４と６は、本ワークショップで新
たに追加した成果である。

当初計画PDMの成果１については、プロジ
ェクト目標の言い換えであるため、削除し
た。成果２は、そのまま残した。それ以外
に、４つの成果を新たに追加した。

活　動 成果の修正に対応するように整理した。

指　標 より的確で客観的、具体的な指標に改めた。

指標データ
入手手段

より的確な指標データ入手手段に改めた。

外部条件 大きな変更なし。

前提条件 大きな変更なし。

投　入 当初計画のPDMの内容をそのまま記載。
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表１－３　重点２州の修正版PDMにおけるプロジェクトの要約

上位目標
・重点２州において母子保健状態が向上する。
・インドネシア全土において母子が母子健康手帳に関する質の高い母子保健サービスを
受けられるようになり、健康な生活のための意識や行動が改善する。

プロジェ
クト目標

重点２州において母子が母子健康手帳に関する質の高い母子保健サービスを受けられる
ようになり、健康な生活のための意識や行動が改善する。

成　果

０）重点２州のそれぞれのレベルにおいてプロジェクトの活動がモニタリングされ、評価
される。

１）重点２州のすべての県・市に母子健康手帳が紹介される。
２）重点２州において保健医療従事者の母子保健に関する技術的知識と技能が改善され
る。

３）重点２州において母子健康手帳を認識するためのコミュニティーの参加が高まり、母
親の母子保健に関する知識が向上する。

４）母子健康手帳の財政システムの確立が提案される。
５）全国展開のため、全国版母子健康手帳が改訂され、研修モジュールが開発される。
６）母子健康手帳が多様な組織（公共・民間組織、他ドナーを含む）を通じて様々な地域
で活用される。

表１－４　準重点６州の修正版PDMにおけるプロジェクトの要約

スーパー
ゴール

プロジェクト地域において母子保健状態が向上する。

上位目標
プロジェクト地域において母子が母子健康手帳に関する質の高い母子保健サービスを受
けられるようになり、健康な生活のための意識や行動が改善する。

プロジェ
クト目標

プロジェクト地域において母子健康手帳が母親によって使われるようになる。

成　果

０）プロジェクト地域の各レベルにおいてプロジェクトの活動がモニタリングされ、評価
される。

１）プロジェクト地域において保健医療従事者が母子健康手帳の利用方法を理解する。
２）プロジェクト地域において母子健康手帳の財政システムの構築が提案される。
３）プロジェクト地域において母親とコミュニティーの母子健康手帳への関心が高まる。
４）母子健康手帳が多様な組織（公共・民間組織、他ドナーを含む）を通じて様々な地域
で活用される。
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第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法

２－１　評価用PDM（PDMe）の作成

　今回の評価計画を立てるにあたっては、プロジェクト関係者によって2002年８月に修正された

現行の修正版プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の見直しを行い、最終的にそれらの

修正版PDMを評価用PDM（PDMe）として採用することで決定した（重点２州及び準重点６州の評

価用PDMはそれぞれ付属資料３.の「最終評価報告書」のANNEX３、ANNEX４として添付）。

２－２　主な調査項目

　本評価調査では、JICAのプロジェクト評価手法に基づき、①プロジェクトの実績確認と実施プ

ロセスの把握を行ったうえで、②「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」という５

つの評価の視点（評価５項目）から評価を行い、③それらの分析結果から提言・教訓の導出を行い、

④本評価調査の分析結果を英文の「最終評価報告書」（付属資料３.）及びミニッツ（付属資料３.）とし

て取りまとめ、署名・交換した。

　なお、主な調査項目は表２－１に示したとおりである。

表２－１　主な調査項目

大項目 中項目 主な検討事項

１ 上位目標の指
標数値の推移

１ 重点２州における母子保健状態の改善に関する指標／インド
ネシア全体における母子健康手帳に関する母子保健サービス
の改善、及び健康的な生活に関する母親の意識、及び行動の変
革に関する指標

２ プロジェクト
目標の指標数
値の推移

２ 重点２州における母子健康手帳に関する母子保健サービスの
改善、及び健康的な生活に関する母親の意識、及び行動の変革
に関する指標

３ 各成果の指標
数値の推移

３ プロジェクトのモニタリング・評価／母子健康手帳の紹介／医
療従事者の母子保健に関する技術能力の向上／母親の母子保
健に関する知識の向上及びコミュニティーの参加／母子健康
手帳に関する財政システムの構築／母子健康手帳の改訂／他
機関との連携推進

４ 活動実績 ４ それぞれの成果を達成するための活動実績

５ 投入の実績 ５ 日本・インドネシア側双方の投入実績

０ プロジェ
ク ト の
実績注３と
実施プロ
セス

６ 実施プロセス ６ モニタリング状況／専門家とカウンターパート（C／P）のコミ
ュニケーション

注３ プロジェクトの実績については、重点２州及び準重点６州のそれぞれについて分析を行ったが、本表２－１
では、重点２州の実績についての主な検討事項のみを記載した。
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２－３　情報・データ収集方法

　上記調査項目のための情報収集源及びデータ収集方法は、以下のとおりである。

（１） 文献資料調査

　本プロジェクトの討議議事録（R／D）、ミニッツ、暫定実施計画（TSI）（付属資料３.の「最終

評価報告書」のANNEX２として添付）、プロジェクト作成のプログレス・レポート及びモニタ

１ 上位目標の妥
当性

１ 上位目標は現時点での保健省の政策、我が国の援助方針等に合
致しているか、していないとしたらその原因は何か

２ プロジェクト
目標の妥当性

２ プロジェクト目標は現時点での保健省の政策、ターゲットグル
ープのニーズに合致しているか、この目標は上位目標と整合し
ているか、妥当性が低かったとしたら原因は何か

１ 妥当性

３ プロジェクト
デザインの妥
当性

３ 目標、成果、投入の相互関連性に対する計画策定は妥当であっ
たか、妥当性が低いとしたら原因は何か

１ プロジェクト
目標、成果の
達成度

１ プロジェクト目標及び成果はどの程度達成される見込みか

２ 成果の達成が
プロジェクト
目標につなが
った度合い

２ 各成果はどの程度プロジェクト目標達成に貢献する見込みか

２ 有効性

３ 成果の達成が
プロジェクト
目標達成を阻
害した要因

３ プロジェクト目標が達成される見込みが低いとしたら、その原
因は何か

１ 投入の妥当性 １ 上記０.５で調べた投入の時期、質・量は、成果達成のために
妥当であったか

２ プロジェクト
実施体制の妥
当性

２ プロジェクト実施体制は成果達成のために妥当であったか

３ 効率性

３ 他機関との連
携の度合い

３ 他機関との連携による効率性の向上の度合い

１ 直接的インパ
クト

１ プロジェクト目標のほかに、プロジェクト実施によってもたら
される（または思われる）プラス・マイナスの効果（意図され
ていたもの、いなかったもの双方を検討）

４ インパク
ト

２ 間接的インパ
クト

２ 上記０.１及び０.２で調べた上位目標の達成度のほかにもた
らされたプラス・マイナスの効果

１ 組織・制度的
側面

１ インドネシア政府の母子健康手帳に対する支援の有無、C／P
組織の組織体制、運営管理能力等

２ 財政的側面 ２ 予算見通し

５ 自立発展
性

３ 技術的側面 ３ 移転技術のC／Pへの定着状況、施設・機材の保守管理状況
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リング報告書、各種調査団報告書、専門家による各種作成資料と報告書、インドネシア保健省

作成の報告書、その他関連資料などから必要な情報の収集を行った。

（２） インタビュー調査・アンケート調査

　ジャカルタのほか、重点２州である西スマトラ州注４、準重点６州であるジョグジャカルタ

州において、個別及びグループ・インタビュー調査を実施した。なお、協力隊員に関しては、

ジョグジャカルタ在住の隊員については、個別インタビュー調査を実施し、その他の地域に在

住する隊員については、アンケート調査（質問票の送付）を実施した。主なインタビュー調査先

は下記のとおりである（詳細なインタビュー調査先については、付属資料３.の「最終評価報告

書」のANNEX１として添付）。

・長期専門家（ジャカルタ及び西スマトラ州）

・青年海外協力隊（JOCV）（準重点６州）

・C／P（ジャカルタ及び西スマトラ州）

・州衛生局（ジョグジャカルタ州）

・保健省総局長

・ドナー〔世界保健機関（WHO）、アジア開発銀行（ADB）〕

・民間関連団体（インドネシア助産師協会：IBI）

（３） 直接観察

　ジャカルタのほか、重点２州である西スマトラ州、準重点６州であるジョグジャカルタ州の

関連機関を訪問し、チェックリストを用いた直接観察を実施した。訪問先は下記のとおりであ

る。

・西スマトラ州保健所（保健所長、助産師長）及びポシアンドゥ（助産師、保健ボランティ

ア、母親）

・ジョグジャカルタ州保健所（助産師長、母親）

・IBIの民間助産所

２－４　調査・評価上の制約

（１） 本評価調査では、時間的制約から、プロジェクトの重点２州のうち西スマトラ州のみで、

また準重点６州のうちジョグジャカルタ州のみでフィールド調査を実施した。また、西スマト

ラ州及びジョグジャカルタ州においても、２～３日間しか滞在できなかったため、それぞれ州

内の１市のみでの調査にとどまった。そのため、本フィールド調査の結果は、プロジェクト対

注４ 北スラウェシ（マナド）プロジェクト事務所勤務経験者で、現在ジャカルタ勤務の２名を含む。
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象地域の限られた情報をまとめたものであり、プロジェクト対象地域全体の情報を示すもので

はないことに留意する必要がある。

（２） プロジェクトの既存資料に関しても、プロジェクト対象地域８州全体を網羅した評価調査

等の実施は不可能であったことから、限定された地域及び対象者についての情報となってい

る。

（３） プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標に関しては、PDM上に記載されていた母子保

健に関する指標の収集を行ったものの、現段階で入手できた統計数値の信憑性が低いと判断し

たため、本評価調査ではそれらの数値を活用していない。
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの実績

３－１－１　重点２州（北スラウェシ州及び西スマトラ州）における実績

　重点２州である３州、西スマトラ州、北スラウェシ州、ゴロンタロ州注５の母子健康手帳に関

連する情報（2002年のみ）をまとめると表３－１のようになる。

　西スマトラ州では母子健康手帳配布が1998年秋に開始されてから既に６年目に入り、北スラ

ウェシ州では５年目、ゴロンタロ州では４年目に入った。

（１） 投入実績

　2003年３月現在の重点２州及び準重点６州に対する日本・インドネシア側双方の投入実績

は、以下に示すとおりである（詳細は付属資料３.の「最終評価報告書」のANNEX７として添

付）。

〈日本側投入〉

１）　専門家派遣

　長期専門家延べ15名、短期専門家延べ38名、計53名の専門家が派遣された。専門家の分

野別派遣実績は表３－２のとおりである。

注５ ゴロンタロ州は2001年まで北スラウェシ州の一部であったが、2001年に北スラウェシ州から独立した。

表３－１　母子健康手帳に関する基礎情報（重点２州）

2002年情報 配布開始 配布県・市数
印刷冊数
（2002年）

印刷費の出処 推定妊婦数

西スマトラ州 1998年
15/15県・市
（100％）

141,328冊
JICA（88％）、
政府予算（12％）

123,732人

北スラウェシ州 1999年
５/５県・市
（100％）

50,000冊
JICA（80％）、
政府予算（20％）

48,553人

ゴロンタロ州 2000年
３/３県・市
（100％）

31,378冊
JICA（64％）、
政府予算（36％）

19,265人

出所：本プロジェクト報告書
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２）　機材供与

　５年間（2003年度見積り額を含む）で総額１億1,150万6,000円の機材が供与された。主

な供与機材は、モニタリングのための車両、モーターバイク、研修用機材、コンピュー

ター、ビデオセット、オーバーヘッドプロジェクター等である。

３）　研修員受入れ

　延べ20名を受け入れた。分野別の研修員受入実績は表３－３のとおりである。

表３－２　日本人専門家派遣実績（1998～2002年度）

専門家人数（L：長期、S：短期、T：合計）

1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
合　計

L S T L S T L S T L S T L S T L S T

チーフアドバイザー １ １ ＊ ＊ １ １ ２ ２
業務調整 １ １ ＊ ＊ １ １ ＊ ２ ２

地域保健 １ １ ２ １ １ ２ １ ２ ３ １ ３ ４ ＊ ３ ３ ４ 10 14

母子保健 ３ １ ４ ３ ３ ２ ３ ５ ＊ ３ ３ ＊ ３ ３ ５ 13 18

教育教材開発 １ １ １ １ ＊ １ １ １ ２ ３ ＊ ２ ３ ５

疫学統計 １ １ １ １ ２ ２

研修計画 １ １ １ １ ２ ２

産婦人科 １ １ １ １ ２ ２

IEC教材 １ １ １ １

社会人類学 １ １ １ １
情報伝達調査 １ １ １ １

研修評価 ２ ２ ２ ２

財政管理 １ １ １ １

合　計 ７ ３ 10 １ ７ ８ ３ ８ 11 ３ 10 13 １ 10 11 15 38 53
＊：同一人物の継続派遣については２年目以降、計上せず。

表３－３　研修員受入実績（1998～2002年度）

母子保健行政 母子保健 健康教育 合　計

1998年度 ４ ４

1999年度 ５ ５

2000年度 ３ ３

2001年度 ４ １ ５

2002年度 ３ ３

合計人数 15 ４ １ 20
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４）　ローカルコスト負担

　５年間（今年度見積り額を含む）で総額１億959万8,000円を負担した（表３－４）。

〈インドネシア側投入〉

１）　人員の配置

　ジャカルタの保健省、西スマトラ州衛生局、北スラウェシ州衛生局にカウンターパート

（C／P）が配置された。

２）　運営コストの負担

　2000～2003年の間（2003年度見積り額を含む）で総額８億741万2,000ルピアが拠出され、

人件費や運営費に充てられた。

３）　施設の供与

　インドネシア側により、プロジェクト実施に必要な施設、及び事務所が提供された。

４）　州レベル調整委員会（PCCM）の準備

　西スマトラ州ではPCCMが４回、北スラウェシ州ではPCCMが３回開催された。

（２） 活動実績

　重点２州におけるプロジェクトの活動は、討議議事録（R／D）に添付されていたプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）に従っておおむね計画どおり実施された（詳細は付属

資料３．「最終評価報告書」のANNEX５として添付）。

（３） 上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度

　重点２州における本プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度の状況

は、次のとおりである。

表３－４　ローカルコスト負担実績
（単位：千円）

費　目 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 合計金額

一般現地業務費 3,026 5,527 10,629 8,341 8,608 36,131

中堅技術者養成対策費 2,215 7,936 7,100 466 17,717

啓発活動費 3,060 5,344 8,404

技術交換費 1,500 1,628 3,128

セミナー開催費 1,265 1,130 2,395

現地適用化費 6,000 9,067 20,791 35,858

視聴覚教材作成費 4,077 1,888 5,965

合計金額 8,301 21,572 28,936 21,390 29,399 109,598
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

上位目標上位目標上位目標上位目標

１）重点２州にお
いて母子保健
状態が向上す
る

２）インドネシア
全土において
母子が母子健
康手帳に関す
る質の高い母
子保健サービ
スを受けられ
るようになり、
健康な生活の
ための意識や
行動が改善す
る

１１１１.... 重点２州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、乳重点２州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、乳重点２州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、乳重点２州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、乳
児死亡率児死亡率児死亡率児死亡率（（（（IMRIMRIMRIMR））））、妊産婦死亡率、妊産婦死亡率、妊産婦死亡率、妊産婦死亡率（（（（MMRMMRMMRMMR））））

２２２２.... 母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標
（インドネシア全土）（インドネシア全土）（インドネシア全土）（インドネシア全土）

３３３３.... 健康な生活健康な生活健康な生活健康な生活のためのためのためのための母親の母親の母親の母親の行動に関する指標の行動に関する指標の行動に関する指標の行動に関する指標（インドネシア全（インドネシア全（インドネシア全（インドネシア全
土）土）土）土）

４４４４.... 健康な生活健康な生活健康な生活健康な生活のためのためのためのための母親の母親の母親の母親の意識に関する指標の意識に関する指標の意識に関する指標の意識に関する指標（インドネシア全（インドネシア全（インドネシア全（インドネシア全
土）土）土）土）

（実績）
・ プロジェクト期間は５年間であるため、上位目標の達成度を測
るためには更に数年が必要である。

・ 上位目標（母子保健状態の改善）は、母子健康手帳プロジェク
トのみで達成することはできず、特に母子保健予防・治療サー
ビスなど、様々な要因が関係している。したがって、上位目標
の達成度を測るためのシステムが必要である。

・ PDM上に掲げられた上位目標の指標のいくつかは、母子健康
手帳プロジェクトのみでは測ることができないものである。

C／P及び専
門家インタ
ビュー調査

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標

重点２州において
母子が母子健康手
帳に関する質の高
い母子保健サービ
スを受けられるよ
うになり、健康な
生活のための意識
や行動が改善する

１１１１.... 母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標母子健康手帳に関連した母子保健サービスの質に関する指標
（実績）
・ 重点２州では、母子健康手帳の活用によって、母子保健サービ
スの改善が以下のとおりみられた。

１）保健医療従事者と母親のコミュニケーションの改善
・ 以前と比較して、保健医療従事者と母親のコミュニケーション
に改善がみられる。母子健康手帳を活用することにより、母親
と保健医療従事者が母子健康手帳に書かれている内容につい
て話をするようになった。また、母親に質問がない場合も、保
健医療従事者が母子健康手帳を活用して母親に説明を行うよ
うになった。

C／P及び専
門家インタ
ビュー調査

２）母親に対する保健サービスの改善
・ 「西スマトラ州におけるベースライン調査及び中間調査の再分
析結果」（2003年３月）によれば、母親に対する保健サービス
のプラスの効果として、カデール（保健ボランティア）や村落
助産師による母親に対する訪問率、母子健康手帳のオーナーシ
ップ、母子健康手帳を活用した健康教育の開催、破傷風接種率
の向上などがみられる。

「西スマト
ラ州におけ
るベースラ
イン調査及
び中間調査
の再分析結
果」
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

３）子どもに対する保健サービスの改善
・ 子どもに対する保健サービス指標に関しては、カデール及び村
落助産師による新生児訪問、毎月の体重測定などについて、向
上がみられる。

「西スマト
ラ州におけ
るベースラ
イン調査及
び中間調査
の再分析結
果」

２２２２.... 健康な生活健康な生活健康な生活健康な生活のためのためのためのための母親の母親の母親の母親の行動に関する指標の行動に関する指標の行動に関する指標の行動に関する指標
（実績）
・ 重点２州では、母子健康手帳の活用によって、健康な生活のた
めの母親の行動に関する指標について、以下のような改善がみ
られた。

１）初回妊婦検診（K１）率
・ 調査結果によれば、K１率に改善がみられる。

２）出産直後に母乳を与えた母親の割合
・ 調査結果によれば、出産直後に母乳を与えた母親の割合に向上
がみられる。

３）助産師による出産介助数
・ 保健所及びポシアンドゥにおけるモニタリング結果によれば、
助産師による出産介助の数は増加している。

４）母親の行動変容
・ 「西スマトラ州における母子健康手帳活用後の行動変容」調査
結果によれば、母親の健康に関する行動に変容がみられてい
る。母子健康手帳活用後、母親は自分自身で母子健康手帳を読
むようになり、子どもや自分の健康状態をチェックしたり、子
どもの発育や緊急手当て、幼児への栄養摂取などの手帳の情報
を活用するようになっている。

「西スマト
ラ州におけ
るベースラ
イン調査及
び中間調査
の再分析結
果」

C／P及び専
門家インタ
ビュー調査

「西スマト
ラ州におけ
るベースラ
イン調査及
び中間調査
の再分析結
果」

３３３３.... 健康な生活健康な生活健康な生活健康な生活のためのためのためのための母親の母親の母親の母親の意識に関する指標の意識に関する指標の意識に関する指標の意識に関する指標
（実績）
・ プロジェクトのモニタリング調査結果によれば、母親は母子健
康手帳を活用することによって、妊娠中や出産の際の危険な兆
候についての知識を得るようになっている。

・ 母親に対するインタビュー調査では、母親は母子健康手帳によ
って、栄養摂取や幼児のケア及び子どもの発達などの情報を得
ることができると回答している。

モニタリン
グ調査注６

母親へのイ
ンタビュー
調査

注６ モニタリング調査は、2002年８月～2003年２月に、プロジェクトの長期専門家、短期専門家、青年海外協力
隊（JOCV）、C／Pによって、重点２州及び準重点６州における数箇所の県・市において実施された。
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

成　果成　果成　果成　果

成果０）
重点２州のそれぞ
れのレベルにおい
てプロジェクトの
活動がモニタリン
グされ、評価され
る

００００.... モニタリング及び評価のための会議が機能するモニタリング及び評価のための会議が機能するモニタリング及び評価のための会議が機能するモニタリング及び評価のための会議が機能する
（実績）
１）中央レベル調整委員会（CCCM）
・ 母子健康手帳の年次会合として、CCCMが1998年より４回開催
された。

・ CCCMの参加者は、母子健康手帳の現場での活用経験について
情報を交換したほか、評価結果の発表やインドネシア全土にお
ける母子健康手帳の活用の進捗状況等について協議を行った。

・ 長期専門家によれば、CCCMは母子健康手帳活動の進捗に関す
る理解の促進に貢献したと考えられる。

ANNEX10
（ CCCM の
参加者リス
ト）
専門家への
インタビュ
ー調査

２）ナショナル・ワークショップ
・ 年に１回、ナショナル・ワークショップが開催された。同ワー
クショップには、各州から州の衛生局長や母子健康手帳担当官
などが参加した。

モニタリン
グ調査、プ
ログレス・
レポート

３）PCCM
・ 毎年、PCCMが開催され、西スマトラ州では計４回（76名が参
加）、北スラウェシ州では計３回（142名が参加）開催された。

・ PCCMでは、母子健康手帳に関する活動計画や自立発展性など
についての協議が行われた。

ANNEX11
（ PCCM の
参加者リス
ト）

４）ワーキング・グループ会合（WGM）
・ WGMが重点２州において不定期に（平均月１回）開催された。
会合では、母子健康手帳活動の報告や計画についての協議がな
された。

モニタリン
グ調査、プ
ログレス・
レポート

５）モニタリング、評価、調査活動
・ 重点２州ではベースライン調査が実施され、西スマトラ州では
中間調査が実施された。しかし北スラウェシ州では予想以上に
急速に活動が広がりコントロール地域でも母子健康手帳が配
布され出したため、西スマトラ州では調査デザイン時の問題で
調査地の比較が困難となったため調査は中断された。代わりに
西スマトラ州のベースライン調査と中間調査で収集されたデ
ータを基に再分析調査が行われた。

・ プロジェクトでは、州、県・市、保健省、保健所支所レベルに
おいてモニタリングが実施された。各州ではモニタリング体制
が確立され、モニタリング用のフォーマットが作成され、結果
が報告された。ほとんどの県・市では、母子健康手帳の配布率、
持参率、記入率がモニタリングされ、健康教育についての実績
についてもモニタリングがなされた。

ANNEX12
（調査リス
ト）
モニタリン
グ調査
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

成果１）
重点２州のすべて
の県・市に母子健
康手帳が紹介され
る

1.11.11.11.1 母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）
（実績）
１）母子健康手帳の配布状況
・ プロジェクト開始時から、母子健康手帳活動は徐々に広がりは
じめ、西スマトラ州、北スラウェシ州、ゴロンタロ州の全県・
市をカバーするようになった。

２）配布率
・ 2002年末現在で、妊産婦当たりの母子健康手帳の配布率は、西
スマトラ州、北スラウェシ州、ゴロンタロ州のそれぞれで、
87.3％、64.0％、79.2％となっている。

・ 母子健康手帳の配布率は、県・市によって様々である（例えば、
2001年における北スラウェシ州に関するプログレス・レポート
によれば、小さな島々から構成されており、アクセスも非常に
劣悪なSangihe Talaud県においては、母子健康手帳の配布率
が最も低くなっている）。

・ 西スマトラ州、北スラウェシ州における母子健康手帳の平均配
布率は下記の表のとおりである。

平均配布率（％）

ANNEX13
（母子健康
手帳の印刷
状況）

ANNEX14
（母子健康手
帳の拡大）
プ ロ グ レ
ス・レポー
ト、プロジ
ェクト調査

1999 2000 2001 2002

West Sumatra 80.5 53.6 84.9 62.8 (up to Sep)

North Sulawesi 77.3 82.6 100.0 64.0 (up to Sep)

　出所：本プロジェクト調査

３）持参率
・ プロジェクト調査によれば、妊産婦及び５歳以下の子どもの母
親の母子健康手帳の平均持参率は下表のとおりである。

平均持参率（％）

本プロジェ
クト調査

1999 2000 2001 2002

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

West

Sumatra
85.5 86.5 n/a n/a 70-90 89.6 87.6

North

Sulawesi
n/a n/a 97.5 98.1 92.6 90.6 90-100

90-

100

　出所：本プロジェクト調査
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

４）記入率
・ プロジェクト調査によれば、母子健康手帳の平均記入率は、下
表のとおりである。

平均記入率（％）

プロジェク
ト調査

1999 2000 2001 2002

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

pregnant

women

child-

ren

West

Sumatra
75-98 48-94 n/a n/a 70-90 80 82

North

Sulawesi
n/a n/a 79-100 24-100 79-100 60-100 95-100 81-94

　出所：NNEXプロジェクト調査

1.21.21.21.2 全県全県全県全県・市による母子健康手帳の受入れ状況及び理解度・市による母子健康手帳の受入れ状況及び理解度・市による母子健康手帳の受入れ状況及び理解度・市による母子健康手帳の受入れ状況及び理解度
（実績）
・ 母子健康手帳は配布率、持参率、記入率の状況から、重点２州
においては全県・市において全般的に良好に受け入れられてい
るといえる。

・ ゴロンタロ州の全県・市では、ヘルスモニタリングカード
（KMS CARD）に代わって、母子健康手帳のみが印刷されると
いう計画が策定されている。西スマトラ州の州衛生局では、現
在、母子健康手帳のみが配布されている。また、北スラウェシ
州の州衛生局でも、ユーザーフィーを使って母子健康手帳の印
刷費の自主財源での調達が図られている。

プロジェク
ト調査
モニタリン
グ調査

1.31.31.31.3 母子健康手帳が看護助産教育のカリキュラムに統合される母子健康手帳が看護助産教育のカリキュラムに統合される母子健康手帳が看護助産教育のカリキュラムに統合される母子健康手帳が看護助産教育のカリキュラムに統合される
（実績）
・ 北スラウェシ州では、2001年より、保健医療従事者（看護、栄
養、助産学校）のための専門学校数校で母子健康手帳に関する
講義が開始された。

・ 西スマトラ州では、８校の看護助産師学校のうち５校の教育カ
リキュラムのなかに、母子健康手帳を導入する試みが始まっ
た。

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

成果２）
重点２州において
医療従事者の母子
保健に関する技術
的知識と技能が改
善される

２２２２.... 保健医療従事者の母子保健に関する技術的知識と技能の改善保健医療従事者の母子保健に関する技術的知識と技能の改善保健医療従事者の母子保健に関する技術的知識と技能の改善保健医療従事者の母子保健に関する技術的知識と技能の改善
（実績）
１）助産師の研修結果
・ 北スラウェシ州における母子健康手帳の活用に関する技術的
知識と技能に関する研修を受講した助産師のテスト前、及び
テスト後の結果によれば、平均点は29.66％（56.3点から73.0
点に）向上した。この結果は、研修受講者の母子保健に関する
知識と理解度が向上したことを示している（下表参照）。

北スラウェシ州の助産師研修のテスト前・テスト後の平均点

　　　出所：プログレス・レポート

２）母親学級の結果
・ 西スマトラ州で実施された母親学級に対する専門家の観察結
果によれば、健康教育の実施や母子健康手帳の活用に関する助
産師の母子保健の技術的知識、及び技能は、かなり向上したと
報告されている。

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト

専門家イン
タビュー調
査
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

成果３）
重点２州において
母子健康手帳を認
識するためのコミ
ュニティーの参加
が高まり、母親の
母子保健に関する
知識が向上する

3.13.13.13.1 母子健康手帳に関する母親の知識の向上母子健康手帳に関する母親の知識の向上母子健康手帳に関する母親の知識の向上母子健康手帳に関する母親の知識の向上
（実績）
・ 北スラウェシ州における「母親学級の評価調査」結果によれば、
テスト前の平均点（Pre-Q）、テスト後の平均点（Post-Q）及
びテスト前後の点差は、それぞれ13.32、14.73、1.41であった。
同結果では、183名中120名の妊産婦（全妊産婦の66％）におい
てテスト後の成績が向上した（下表参照）。

テスト前・テスト後の母親の知識の変化

北スラウェ
シ州におけ
る「母親学
級の評価調
査」結果

n ％

Pre＞Post 20 11

Pre＝Post 43 23

Pre＜Post 120 66

Total 183 100
　出所：「母親学級の評価調査」

・ 西スマトラ州における母親学級の評価調査でも、母親学級に参
加した妊産婦において、母子保健の知識が向上したという結果
が報告されている。

西スマトラ
州における
母親学級の
報告

3.23.23.23.2 母子健康手帳に関する保健ボランティアの知識の向上母子健康手帳に関する保健ボランティアの知識の向上母子健康手帳に関する保健ボランティアの知識の向上母子健康手帳に関する保健ボランティアの知識の向上
（実績）
・ 北スラウェシ州における保健ボランティア（カデール）研修の
テスト前・テスト後の結果報告によれば、平均点は21.5％（52.5
点から63.8点に）向上した。この結果は、研修に参加したカデ
ールの母子保健に関する知識と理解度が高まったことを示し
ている（下表参照）。

北スラウェシ州のカデール研修のテスト前・テスト後の平均点

　　出所：プログレス・レポート

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

3.33.33.33.3 コミュニティー及び宗教指導者による母子健康手帳の受容コミュニティー及び宗教指導者による母子健康手帳の受容コミュニティー及び宗教指導者による母子健康手帳の受容コミュニティー及び宗教指導者による母子健康手帳の受容
度度度度

（実績）
・ 西スマトラ州においては、宗教指導者（イスラム教徒）を対象
に母子健康手帳に関するソーシャリゼーションが全県・市にお
いて実施された。北スラウェシ州においても、民間非営利団体
（NGO）や地域婦人会（PKK）、宗教グループに対して母子健
康手帳の紹介のためのソーシャリゼーション会議が開催され
た。

・ 西スマトラ州の州衛生局のC／Pによれば、ソーシャリゼーシ
ョン活動などによってコミュニティーや宗教指導者の母子健
康手帳に対する支援が高まったことが報告されている。

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト

C／Pへのイ
ンタビュー
調査

成果４）
母子健康手帳の財
政システムの確立
が提案される

4.14.14.14.1 ユーザーフィーがいくつかの地域で導入されるユーザーフィーがいくつかの地域で導入されるユーザーフィーがいくつかの地域で導入されるユーザーフィーがいくつかの地域で導入される
（実績）
・ 北スラウェシ州のボロモン県では、母子健康手帳のユーザーフ
ィー・システムが地方自治体条令（PERDA）No.12/2000のな
かに盛り込まれた。保健スタッフによれば、ユーザーフィーは、
母子健康手帳のオーナーシップやセルフ・モティベーションを
高めると報告されている。

・ ユーザーフィー・システムは、西スマトラ州及びゴロンタロ州
では導入されていない。しかし、ユーザーフィーの導入は多く
の母親によって理解を得ている。例えば、西スマトラ州におけ
る調査結果によれば、母親の多く（インタビュー調査を行った
65名の母親の95％）は母子健康手帳を購入してもよいと回答し
ている。

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト

ANNEX14
（母子健康手
帳の拡大）

「母子健康
手帳に関す
るユーザー
フィーの導
入に関する
調査結果」

4.24.24.24.2 地方政府による母子健康手帳の印刷数地方政府による母子健康手帳の印刷数地方政府による母子健康手帳の印刷数地方政府による母子健康手帳の印刷数
（実績）
・ 北スラウェシ州では、2002年の地方政府予算〔（州レベル：

APBDI）及び（県・市レベル：APBDII）〕による母子健康手
帳印刷数は１万冊（総印刷部数の20％）であった。

・ 西スマトラ州では、2002年のAPBDI及びAPBDIIによる母子健
康手帳印刷数は１万6,328冊（総印刷部数の12％）であった。

・ ゴロンタロ州では、2002年のAPBDI及びAPBDIIによる母子健
康手帳印刷数は１万1,378冊（総印刷部数の36％）であった。

ANNEX14
（母子健康手
帳の拡大）
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

4.34.34.34.3 母子健康手帳の印刷費の予算獲得状況母子健康手帳の印刷費の予算獲得状況母子健康手帳の印刷費の予算獲得状況母子健康手帳の印刷費の予算獲得状況
（実績）
・ 妊産婦１人当たりのAPBDI及びAPBDIIの獲得状況は、西スマ
トラ州及び北スラウェシ州において増大している。特に西スマ
トラ州においては、2003年のPCCMにおいて、15県・市すべて
が母子健康手帳印刷のための予算を申請したことが確認され
た。３月の時点でこのうち14県・市が実際に予算を獲得してい
る。

ANNEX15
（地方政府
の予算獲得
状況）

成果５）
全国展開のため、
全国版母子健康手
帳が改訂され、研
修モジュールが開
発される

５５５５.... 母子健康手帳を活用する地方政府の数母子健康手帳を活用する地方政府の数母子健康手帳を活用する地方政府の数母子健康手帳を活用する地方政府の数（地方版の母子健康手帳（地方版の母子健康手帳（地方版の母子健康手帳（地方版の母子健康手帳
の活用も含む）の活用も含む）の活用も含む）の活用も含む）

（実績）
・ 2001年末で、インドネシアの30州のうち22州で、339県のうち
152県で母子健康手帳が活用されている。母子健康手帳活動の
カバー状況は、推定妊産婦の30％、全県の45％に及んでいる。
2002年末においては、31州のうち25州で、350県のうち197県で
母子健康手帳が活用されている。

ANNEX16
（母子健康手
帳の拡大）

成果６）
母子健康手帳が多
様な組織（公共・
民間組織、他ドナ
ーを含む）を通じ
て様々な地域で活
用される

６６６６.... 母子健康手帳の促進に関して連携を行っている組織母子健康手帳の促進に関して連携を行っている組織母子健康手帳の促進に関して連携を行っている組織母子健康手帳の促進に関して連携を行っている組織・機関の数・機関の数・機関の数・機関の数
（実績）
・ 母子健康手帳印刷のための予算支援や母子健康手帳の活用な
どを通じて母子健康手帳の促進のために協力している主な機
関は、以下のとおりである。
ドナー：世界銀行、アジア開発銀行（ADB）、ユニセフ／国

連児童基金（UNICEF）、世界保健機関（WHO）
職能機関：インドネシア助産師協会（IBI）、インドネシア産

婦人科医師会（POGI）、インドネシア小児科医師
会（IDAI）

NGO：PCI、WVI、ADRA、ヘレン・ケラー財団等

ANNEX17
（関連機関
による母子
健康手帳活
動状況）
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３－１－２　準重点６州（バリ州、南スラウェシ州、ジョグジャカルタ州、東ジャワ州、ブンク

　　　　　　ル州、西ヌサテンガラ（NTB）州における実績

　準重点６州である６州（バリ州、南スラウェシ州、ジョグジャカルタ州、東ジャワ州、ブンク

ル州、NTB州）の母子健康手帳に関連する情報（2002年のみ）をまとめると表３－５のようになる。

　ブンクル州では母子健康手帳配布が1997年より開始され、既に７年目に入り、南スラウェシ

州では６年目、ジョグジャカルタ州、NTB州、東ジャワ州は４年目、バリ州は３年目に入った

ところである。

（１） 投入実績

　2003年３月現在の準重点６州に対する日本・インドネシア側双方の投入実績は、重点２州の

項に示したとおりである（詳細は付属資料３．の「最終評価報告書」のANNEX７として添付）。

（２） 活動実績

　準重点６州におけるプロジェクトの活動は、R／Dに添付されていたPDMに従っておおむ

ね計画どおり実施された（詳細は付属資料３．の「最終評価報告書」のANNEX６として添付）。

（３） スーパーゴール、上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度

　準重点６州における本プロジェクトのスーパーゴール、上位目標、プロジェクト目標、成

果の達成度の状況は、以下のとおりである。

表３－５　母子健康手帳に関する基礎情報（準重点６州）

2002年情報 配布開始 配布県・市数
印刷冊数
（2002年）

印刷費の出処 推定妊婦数

ブンクル州 1997年
４/４県・市
（100％）

42,000冊 JICA（100％） 42,914人

南スラウェシ州 1998年
24/26県・市
（92％）

130,000冊
JICA（77％）、
地方政府予算（23％）

187,915人

ジョグジャカル
タ州

2000年
５/５県・市
（100％）

59,000冊
JICA（68％）、
地方政府予算（32％）

52,097人

NTB州 2000年
７/７県・市
（100％）

136,000冊
JICA（78％）、
地方政府予算（22％）

106,150人

東ジャワ州 2000年
37/38県・市
（97％）

354,142冊
JICA（34％）、
WB及びUNICEF（10％）、
地方政府予算（56％）

703,602人

バリ州 2001年
９/９県・市
（100％）

65,600冊
JICA（88％）、
地方政府予算（12％）

59,144人

出所：本プロジェクト報告書
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

スーパーゴールスーパーゴールスーパーゴールスーパーゴール

プロジェクト地域
において母子保健
状態が向上する

準重点６州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、準重点６州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、準重点６州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、準重点６州における低体重児の割合、貧血症の妊産婦の割合、
IMRIMRIMRIMR、、、、MMRMMRMMRMMR
（実績）
・ プロジェクト期間は２年半であるため、スーパーゴールの達成
度を測るためには更に数年が必要である。

・ スーパーゴール（母子保健状態の改善）は、母子健康手帳プロ
ジェクトのみで達成することはできないため、スーパーゴール
の達成度を測るためのシステムが必要である。

C／P及び専
門家のイン
タビュー調
査

上位目標上位目標上位目標上位目標

プロジェクト地域
において母子が母
子健康手帳に関す
る質の高い母子保
健サービスを受け
られるようにな
り、健康な生活の
ための意識や行動
が改善する

１１１１.... 母親及び家族の健康に関する行動変容母親及び家族の健康に関する行動変容母親及び家族の健康に関する行動変容母親及び家族の健康に関する行動変容
２２２２.... 保健医療従事者の行動変容保健医療従事者の行動変容保健医療従事者の行動変容保健医療従事者の行動変容
（実績）
・ プロジェクト期間は２年半であるため、上位目標の達成度を測
るためには更に数年が必要である。

・ 健康に関する行動変容は、母子健康手帳プロジェクトのみで達
成することはできないため、上位目標の達成度を測るためのシ
ステムが必要である。

C／P及び専
門家のイン
タビュー調
査

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標

プロジェクト地域
において母子健康
手帳が母親によっ
て使われるように
なる

１１１１.... 母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ母子健康手帳のカバレージ（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）（配布率、持参率、記入率）
（実績）
１）母子健康手帳の配布状況
・ プロジェクト開始時から、母子健康手帳活動は徐々に広がり始
め、ブンクル州、ジョグジャカルタ州、バリ州、NTB州、東ジ
ャワ州、南スラウェシ州のほぼ全県・市をカバーするようにな
った。

ANNEX13

２）配布率
・ プロジェクト調査によれば、2002年末現在で、妊産婦当たりの
母子健康手帳の配布率は下表のとおりである。

母子保健手帳の配布率

ANNEX13

州　名 配布率
ブンクル州 38.3％ ６月まで
ジョグジャカルタ州 70.7％ ９月まで
バリ州 91.3％ 12月まで
NTB州 78.7％ ９月まで
東ジャワ州 29.0％ 10月まで
南スラウェシ州 44.2％ ６月まで
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

３）持参率
・ モニタリング調査の結果によれば、インタビュー調査を行った
54名の母親すべてが保健施設を訪問する際に母子健康手帳を
持参していると回答した。

モニタリン
グ調査

４）記入率
・ モニタリング調査の結果によれば、母子健康手帳は助産師やカ
デールによってよく記入されている。

モニタリン
グ調査

２２２２.... 母子保健に関する母親と家族の行動変容母子保健に関する母親と家族の行動変容母子保健に関する母親と家族の行動変容母子保健に関する母親と家族の行動変容
（実績）
・ 健康に関する行動変容を評価することは困難であり、評価のた
めのシステムが必要である。

C／P及び専
門家のイン
タビュー調
査

成果成果成果成果

成果０）
プロジェクト地域
の各レベルにおい
てプロジェクトの
活動がモニタリン
グされ、評価され
る

００００.... CCCMCCCMCCCMCCCMややややPCCMPCCMPCCMPCCMにおける協議事項がプロジェクトの活動に反における協議事項がプロジェクトの活動に反における協議事項がプロジェクトの活動に反における協議事項がプロジェクトの活動に反
映される映される映される映される

（実績）
１）CCCM及びナショナル・ワークショップ
・ CCCMやナショナル・ワークショップに州衛生局の人々が参加
した。参加者からのコメントによれば、CCCMやナショナル・
ワークショップは、母子健康手帳のアドボカシーや自立発展性
のための情報を得るために有益であったと報告されている。

２）PCCM
・ 毎年、各州においてPCCMが開催された。主な協議事項は、母
子健康手帳の活動計画や自立発展などである。

３）モニタリング活動
・ モニタリング調査結果によれば、母子健康手帳は報告書の提出
や視察といった形で各州においてモニタリングされていた。報
告書の項目としては、母子健康手帳の配布数、持参率、記入率、
健康教育の状況などであり、ほぼ毎月、州衛生局に提出されて
いた。

ANNEX10
（CCCMの参
加者リスト）
プ ロ グ レ
ス・レポート

モニタリン
グ調査

モニタリン
グ調査
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

成果１）
プロジェクト地域
において保健医療
従事者が母子健康
手帳の利用方法を
理解する

1.11.11.11.1 母子健康手帳の利用に関する保健医療従事者の知識が向上母子健康手帳の利用に関する保健医療従事者の知識が向上母子健康手帳の利用に関する保健医療従事者の知識が向上母子健康手帳の利用に関する保健医療従事者の知識が向上
するするするする

（実績）
・ モニタリング調査結果によれば、妊産婦や５歳以下の子どもを
もつ母親のために働く助産師は、トレーナー研修（TOT）を通
じて母子健康手帳を保健に関する記録の本として活用してい
る。

・ 青年海外協力隊（JOCV）によれば、医療従事者は継続的な健
康教育の重要性を認識し、母親に対して基礎的な保健に関する
説明を行っている。

モニタリン
グ調査

JOCV へ の
聞取り（アン
ケート調査）

成果２）
プロジェクト地域
において母子健康
手帳の財政システ
ムの構築が提案さ
れる

2.12.12.12.1 いくつかの地域でユーザーフィーいくつかの地域でユーザーフィーいくつかの地域でユーザーフィーいくつかの地域でユーザーフィー・システムが導入される・システムが導入される・システムが導入される・システムが導入される
（実績）
・ ジョグジャカルタ州では、５県のうち３県で、バリ州では９県
のうち２県で、NTB州では７県のうち２県で、東ジャワ州では、
37県のうち15県でユーザーフィー・システムが導入されてい
る。

・ モニタリング調査結果によれば、地方分権下においては、ユー
ザーフィー・システムの導入は、各県・市の政策や意思によっ
て異なっている。

ANNEX14

モニタリン
グ調査

2.22.22.22.2 母子健康手帳の印刷予算の獲得状況母子健康手帳の印刷予算の獲得状況母子健康手帳の印刷予算の獲得状況母子健康手帳の印刷予算の獲得状況
（実績）
・ 母子健康手帳の多くは依然としてプロジェクトによって印刷
されているものの、２.３に記述するとおり、一部は既に政府
予算によって印刷が行われている。なお2003年では、ジョグジ
ャカルタ州やバリ州、NTB州、東ジャワ州、南スラウェシ州で
は、母子健康手帳の印刷予算として、国家予算（APBN）や地
方予算（APBD I及びAPBD II）の申請が行われた（未承認）。

・ 妊産婦１人当たりの母子健康手帳の印刷に関する地方予算の
割合は、バリ州、ブンクル州では急激に上昇しており、南スラ
ウェシ州では徐々に増加している。その一方で、ジョグジャカ
ルタ州や東ジャワ州、NTB州では、その割合は急激に低下して
いる。

・ 母子健康手帳の財政システムの確立については、各州の政策や
財政状況によって異なっている。しかし、全州において、母子
健康手帳のために何らかの財政システムを構築するための試
みが既に開始されている。

ANNEX14

ANNEX15

モニタリン
グ調査
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プロジェクトの要約 指標及び調査結果 参　照

2.32.32.32.3 地方政府予算によって印刷されている母子健康手帳の数地方政府予算によって印刷されている母子健康手帳の数地方政府予算によって印刷されている母子健康手帳の数地方政府予算によって印刷されている母子健康手帳の数
（実績）
・ 2002年の地方政府予算（APBDI及びAPBDII）による母子健康
手帳印刷数は、下表のとおりである。

地方政府予算によって印刷されている母子健康手帳の数及び割合

ANNEX14

州　名 印刷数 割　合
ブンクル州 0冊 0.0％ ６月まで
ジョグジャカルタ州 19,000冊 32.0％ ９月まで
バリ州 7,600冊 12.0％ 12月まで
NTB州 30,000冊 22.0％ ９月まで
東ジャワ州 199,152冊 56.0％ 10月まで
南スラウェシ州 30,000冊 23.0％ ６月まで

成果３）
プロジェクト地域
において母親とコ
ミュニティーの母
子健康手帳への関
心が高まる

母親による母子健康手帳の維持状態母親による母子健康手帳の維持状態母親による母子健康手帳の維持状態母親による母子健康手帳の維持状態
（実績）
・ 母子健康手帳に関する母親及びコミュニティーの関心の高ま
りを評価することは困難である。しかし、一例として、モニタ
リング調査結果によれば、インタビュー調査を行った母親たち
は母子健康手帳を母子保健の重要な情報源として認識してい
るとの回答が得られている。

・ JOCVの観察によれば、母子健康手帳は父親の育児参加を高め
る役割を果たしている。また、C／Pがインタビュー調査を実
施した母親は、母子健康手帳を手にすることをとても喜んでい
る。ジョグジャカルタ州やバリ州では、母子健康手帳を有益で
あると感じているため、お金を払っても購入したいと回答して
いる。

モニタリン
グ調査

JOCV 及 び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

成果４）
母子健康手帳が多
様な組織（公共・
民間組織、他ドナ
ーを含む）を通じ
て様々な地域で活
用される

4.14.14.14.1 JOCVJOCVJOCVJOCVの活動地域において母子健康手帳が活用されるの活動地域において母子健康手帳が活用されるの活動地域において母子健康手帳が活用されるの活動地域において母子健康手帳が活用される
（実績）
・ ９名のJOCVが地域保健分野の隊員として、プロジェクトの対
象地域において活動しており、１名のシニア隊員が保健省にお
いて活動している。

・ 専門家によれば、JOCVは、草の根レベルにおいて関連情報を
収集するなど重要な役割を果たしており、プロジェクトのモニ
タリング調査などについても連携を行っている。

ANNEX９
（JOCVの配
置リスト）
専門家への
インタビュ
ー調査

4.24.24.24.2 母子健康手帳の活用促進に関して連携を行っている組織数母子健康手帳の活用促進に関して連携を行っている組織数母子健康手帳の活用促進に関して連携を行っている組織数母子健康手帳の活用促進に関して連携を行っている組織数
（実績）
・ バリ州及び南スラウェシ州の州衛生局は、母子健康手帳の印刷
に国家予算及び地方予算を活用している。そのため、他のドナ
ーやNGOと連携する計画はないが、いくつかの機関との連携
については関心を有している。

・ 東ジャワ州の州衛生局は、WHOやUNICEF、世界銀行、ADB
などと母子健康手帳活動に関して連携を有している。

・ NTB州やブンクル州の州衛生局は、ADBと連携を有している。
・ ジョグジャカルタ州の州衛生局は、現時点では他ドナーとの連
携を有していないが、IBIやPKKなどとの連携を有している。

モニタリン
グ調査
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３－２　プロジェクトの実施プロセス

　重点２州及び準重点６州におけるプロジェクトの実施プロセスの適切性は下記のとおりである。

調査項目 調　査　結　果 参　照
 0.1　実施プロ
セスの適切性

0.1.1 プロジェクト計画（PDM）の作成及び軌道修正

± 1997年11月から12月に事前調査団が派遣され、西スマトラ州、北ス
ラウェシ州においてプロジェクト・サイクル・マネージメント
（PCM）ワークショップが実施され、PDMが作成された（なお当初
は中央ジャカルタでもワークショップが開催される予定であった
が、大統領選挙前後の社会経済的不安などを理由に、開催できなか
った）。

± 2000年10月に運営指導調査団が派遣され、中間評価が実施された。
同評価調査では、重点２州における活動が全般的に順調に進展して
いることが確認されたため、他州にもその成果を広げていくことが
保健省との間で合意された。これを受け、2001年５月に、R／Dの変
更が行われ、マスタープランの変更及び準重点６州の追加が行われ
た（準重点６州については、ワークショップではなく、長期専門家
によって“Simple Project Matrix”が作成された）。

± 2002年８月には、PCMモニタリング・ワークショップが開催され、
重点州及び準重点州に関して作成されていたそれぞれのPDM及び
Simple Project Matrixの見直しが行われ、それぞれについて修正版
PDMが作成された。また、同ワークショップで見直されたPDMを
基に、モニタリングのための質問票及びインタビュー調査ガイドラ
インが作成され、プロジェクト対象州においてC／Pと専門家が共同
でモニタリングを実施した。

短期調査員
報告書
（1998年６月）

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト、運営指
導調査団報
告書
（2000年12月）

PCMモニタ
リング報告
書（2002年
11月）、第１
回実施運営
総括票
（2002年10月）

 0.1.2 モニタリング計画と実績

＋ CCCMやPCCMナショナル・ワークショップ、WGMなどを通じて、
母子健康手帳に関する主要課題が討議され、問題解決につながった。

＋母子健康手帳に関する報告書の提出や視察といったモニタリングシ
ステムが重点２州において形成された。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果０）
3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果０）

0.1.3 日本人専門家とC／Pとのコミュニケーションの適切さ

＋日本人長期専門家とC／Pは、WGMなどの機会を通じて、日々意見
交換を行っている。全専門家及びC／Pは、「十分意見を表明する機
会を有している」とインタビュー調査の質問に対して回答している。
また、彼らはプロジェクトの実施中に問題点などが生じた場合にお
いても、意見交換を行っている。

＋数名の専門家が、「C／Pは多忙すぎるため、十分な協議時間をみつ
けることが難しい」と答えている。長期専門家及びC／Pの多くは、
インタビュー調査において、「コミュニケーションに問題がない」
と回答している。

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査
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第４章　評価５項目に照らした評価結果第４章　評価５項目に照らした評価結果第４章　評価５項目に照らした評価結果第４章　評価５項目に照らした評価結果第４章　評価５項目に照らした評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

　本項では、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という評価５項

目から、重点２州及び準重点６州のプロジェクトの評価を行い、課題を検討する。

４－１－１　妥当性

　妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が評価時においても目標として妥当であるかを

みる評価項目である。プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標は、下記にあげる点におい

て、当該国の政策、日本の援助政策、受益者のニーズに合致しており、本プロジェクトの妥当

性が認められる。

調査項目 調　査　結　果 参　照

1.1　上位目標
及びプロジェ
クト目標の妥
当性

1.1.1 インドネシア側保健政策との整合性：高い

＋母子保健状態の向上（上位目標）及び母子保健サービスの改善及び
母親の母子保健に関する意識と知識の改善（プロジェクト目標）は、
インドネシアの“Healthy Indonesia 2010”と合致している。同政
策は、2010年においてインドネシア国民が健康的な環境において健
康的な生活を享受することをめざし、保健サービスの質の改善や保
健状態の向上の達成を謳ったものである。

＋インドネシアの妊産婦死亡率（MMR）は依然として高い状況にある。
母子健康手帳は、母親の母子保健に関する知識の改善や行動の変革
をめざしたものであり、保健省の政策を全面的に支援している。

Healthy

Indonesia

2010

保健省総局
長へのイン
タビュー調
査

1.1.2 ターゲット・グループである母親のニーズとの整合性：高い

＋保健所やポシアンドゥを訪れる妊産婦への観察結果によれば、母子
健康手帳は妊産婦や母親によって持参されており、保健医療従事者
によっても活用されている。

＋聞き取りを行ったすべての母親及び妊産婦は、母子健康手帳は大変
有効であると回答している。彼らは母子健康手帳から多くの有益な
情報を入手しており、健康に関する知識が向上したと回答している。

－母子健康手帳は識字女性のニーズには合致しているが、非識字女性
には合致していないとの批判がある注７。非識字女性には、母子健康
手帳以外の手段が必要であるが、もし他の人が母子健康手帳の内容
を読んであげることができれば、非識字女性も母子健康手帳を活用
することは可能である。

観察

母親への聞
き取り、モ
ニタリング
調査
総局長、世
界保健機関
（WHO）へ
のインタビ
ュー調査

注７ 1997年におけるインドネシアの識字率は男性が89.2％、女性が80.6％である（出所：Indonesia Demographic
and Health Survey 1997, Jakarta, October 1998）。
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調査項目 調　査　結　果 参　照

1.1.3 保健医療従事者のニーズとの整合性：高い

＋聞き取りを行った保健所の医師や助産師によれば、彼らは母子健康
手帳から多くの便益を得ている。母子健康手帳は、保健医療従事者
の母子保健のモニタリングを円滑にし、ハイリスク出産等を予測す
ることに役立っている。モニタリング調査においても、医師や助産
師から同様の回答が得られている。

＋カデールへの聞き取りによれば、母子健康手帳はヘルスモニタリング
カード（KMS CARD）よりも情報が包括的であるため、有効である
と認識されている。母子健康手帳は、妊娠期から、出産期、育児期ま
で活用できるガイドラインであると受け止められている。モニタリン
グ調査においても、カデールの多くが同様の意見を述べている。

医師及び助
産師への聞
き取り、モ
ニタリング
調査

カデールへ
のインタビ
ュー調査、
モニタリン
グ調査

1.1.4 日本政府の対インドネシアODA政策との整合性：高い

＋日本政府の対インドネシアODA政策によれば、日本政府は保健サー
ビスの促進をインドネシアにおける重要援助課題の１つとして位置
づけている。

ODA国別政
策

1.2　プロジェ
クト・デザイ
ンの妥当性

1.2.1 重点２州における協力期間、目的、活動、投入等の妥当性：
一部不適切

＋聞き取り調査において、専門家は、プロジェクト活動はほぼ計画ど
おり実施され、成果を達成できたと回答した。また、専門家及びカ
ウンターパート（C／P）の多くは、重点２州におけるプロジェクト
の協力フレームワークは適切であったと回答した。

－その一方で、専門家及びC／Pの両者から、プロジェクトの目的は高
すぎたため達成が難しく、プロジェクト期間は目標達成には不十分
であったという指摘がなされた。例えば、西スマトラ州では、プロ
ジェクト期間が４期に分かれたため、プロジェクト実施期間が十分
でない県・市も存在していることが指摘されている。

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

1.2.2 準重点６州における協力期間、目的、活動、投入等の妥当性：
一部不適切

±準重点６州は、2001年５月にプロジェクトの拡大地域として追加さ
れ、プロジェクト実施の前提条件として、地方政府の強いオーナー
シップが期待され、日本側の投入量は重点２州と比較すると小規模
にとどまった。C／Pによれば、２年半という協力期間はいくつかの
州においては適切であったが、東ジャワ州や南スラウェシ州などの
大きな州に関しては、実施期間は十分でなかったとの指摘がなされ
ている。したがって、準重点６州におけるプロジェクトの協力枠組
みは、部分的には不適切であったといえる。

専門家、
C／P、
JOCVへの
インタビュ
ー調査



－31－

４－１－２　有効性

　有効性とは、成果によってプロジェクト目標がどこまで達成されたか、あるいは達成される

見込みがあるかを検討する評価項目である。今回の評価結果からは、プロジェクトの有効性は

ある程度高いという結論を得た。

調査項目 調　査　結　果 参　照

2.1　成果の達
成度

2.1.1 各成果の達成度：高い

＋「プロジェクトの実績」に示したとおり、重点２州及び準重点６州
の成果はほぼ成功裡に達成されている。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果）

 2.2　プロジェ
クト目標の達
成度
 

 2.2.1 重点州におけるプロジェクト目標の達成度：ほぼ高い

＋保健サービスの質の改善や母親の意識や行動の変革（プロジェクト
目標）を評価することは困難であるが、「プロジェクトの実績」に
示したとおり、保健サービス及び母親の意識や行動の変革について
はいくつかの改善がみられる。したがって、重点２州においては、
プロジェクトは目標達成に貢献したということができる。

3-1-1 重点
２州におけ
る実績（プ
ロジェクト
目標）

  2.2.2 準重点６州におけるプロジェクト目標の達成度：ほぼ高い
 
＋母子健康手帳のサービス地域は、州によってかなり異なっているも
のの、準重点６州において母子健康手帳の配布は徐々に実施されて
いる。したがって、準重点州のプロジェクト目標（母子健康手帳が
プロジェクト地域において母親によって利用される）は、ほぼ達成
されているといえる。

3-1-2 準重
点６州にお
け る 実 績
（プロジェ
クト目標）

 2.3　プロジェ
クト目標達成
の貢献要因・
阻害要因
 

 2.3.1 成果の貢献度合い：高い

＋専門家及びC／Pへの聞き取り調査結果によれば、プロジェクトは定
期的なスーパビジョンやモニタリング、評価活動、ソーシャリゼー
ション、コミュニティーなどを通じて、プロジェクト目標の達成に
貢献したといえる。

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

  2.3.2 他の貢献要因の有無
 
＋専門家及びC／Pへの聞き取り調査結果において、保健サービスの改
善や母親の意識や行動の変容には、プロジェクトだけでなく、以下
のような貢献要因が指摘された。
① コミュニケーション及びマスメディアの存在
② 予防接種プログラムや母子保健サービスに関する多くのキャン
ペーン活動など

③ WHOによる包括的小児疾患戦略（IMCI）研修（北スラウェシ州）
④ 健康教育

総局長、専
門 家 及 び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査
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４－１－３　効率性

　効率性とは、投入が成果にどのようにどれだけ転換されたかを検討するものである。今回、

各成果の達成度、及びそれに対する投入の手段、方法、時期・期間、費用の適切度を検討した

結果、プロジェクト実施の効率性はほぼ適切であったという結論を得た。

調査項目 調　査　結　果 参　照
 2.4　成果がプ
ロジェクト目
標達成につな
がるのを阻害
した要因

 2.4.1 外部条件の充足状況及び他の阻害要因：一部の阻害要因あり
 
－総局長及びC／Pへのインタビュー調査において、プロジェクト目標
の達成度を阻害した要因として、以下のような点が指摘された：
① 低い教育水準
② 経済・社会問題
③ 保健サービス（システム）の機能不足
④ 地方分権化

総局長及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

調査項目 調　査　結　果 参　照

3.1　成果から
みた投入の適
切性

3.1.1 専門家派遣の適切さ（人数、専門分野、派遣期間、派遣時期）：
一部不適切

＋長期専門家及び短期専門家ともに計画どおり派遣された（プロジェ
クトの実績参照）。

＋長期専門家、C／Pともに、専門家の能力を高く評価している。

－長期専門家によれば、長期専門家の人数（計15名）は部分的には適
切であったが、準重点６州においては、専門家の人数は不十分であ
ったとの回答が得られた。

－ C／Pへの聞き取りでは６名中４名が、専門家の派遣期間はある程度
は適切であったと回答した。その理由として、数名のC／Pからは、
日本人専門家はインドネシアに適応するまで時間がかかるため、１
人の専門家の派遣期間をもっと長くする方が望ましいとの説明がな
された。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（投入）

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

専門家への
インタビュ
ー調査

C／Pへのイ
ンタビュー
調査
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調査項目 調　査　結　果 参　照
  3.1.2 機材調達の適切さ（機材の種類、質・量、供与の時期）：

 一部不適切
 
＋機材は計画どおり調達された（プロジェクトの実績参照）。

＋モーターバイクは、現場におけるモニタリングに貢献し、LCDプロ
ジェクターやTV、オーバーヘッドプロジェクター（OHP）は、研修
に有効に活用された。

－一方、長期専門家及びC／Pから、供与されたOHPの一部には適切に
活用されなかった点があったことが指摘された。それにかんがみ、
今後、機材供与を行うにあたっては、より慎重に現状を把握するこ
とが望まれると考えられる。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（投入）

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

  3.1.3 研修員受入れの適切さ（人数、科目、プログラム、受入期間、
受入時期）：ほぼ適切

 
 
＋長期専門家及びC／Pはともに、C／P研修の科目及びカリキュラム
は適切であったと評価している。

＋長期専門家は、C／P研修には、中央、州、県・市レベルの主な
C／Pが参加しただけでなく、他の関連機関からも参加があったこと
を高く評価している。

－しかし、西スマトラ州では、これまで５名が研修に参加したが、そ
のうち４名が既に退職し、残る１名も2003年10月には退職する予定
となっている。

3-1 プロジェ
クトの実績
（投入）

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

専門家への
インタビュ
ー調査

専門家への
インタビュ
ー調査

  3.1.4 日本側のローカルコスト負担の適切さ：一部不適切
 
 
 
＋日本側によるローカルコスト負担は、計画された活動を実施するに
あたって、ほぼ適切であったと評価されている。

－しかし、マスメディア・キャンペーンにあたっては、計画段階にお
いて意図された成果の達成をより吟味したうえで実施することが望
ましかったという点が、長期専門家から指摘された。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（投入）

専門家への
インタビュ
ー調査

専門家への
インタビュ
ー調査
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調査項目 調　査　結　果 参　照
  3.1.5 C／P配置の適切さ（人数、配置状況、能力）：適切

 
＋ C／P及び運営スタッフは、計画どおり配置された（プロジェクトの
実績参照）。

＋長期専門家は、C／Pの能力は全般的に高いと評価している。

± C／Pへのインタビュー調査によると、彼らがプロジェクト活動に割
いた時間は１日当たり平均２時間であった。他業務をこなしながら、
プロジェクト活動を実施することは困難であったとの声も聞かれ
た。しかし、このような多忙ななかにもかかわらず、プロジェクト
の成果を達成できたことは評価すべき事実である。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（投入）

専門家への
インタビュ
ー調査

専門家及び
C／Pへのイ
ンタビュー
調査

  3.1.6 インドネシア側が負担したプロジェクト・コストの適切さ：
 ほぼ適切
 
 
＋総局長への聞き取りにおいて、インドネシア側が負担したプロジェ
クト・コストについて、次のとおり回答された。
「プロジェクトの実施期においては、インドネシアは経済危機や地方
分権化などの大きな課題を抱えていた。現在、地方政府に多くの決
定権が委ねられているものの、地方政府のすべてが保健分野の重要
性を理解しているわけではない。しかしながら、保健省はそれらの
条件下においてできる限りのことを成し遂げたと考えている。政府
の最大の能力にかんがみた場合、国並びに地方政府によるプロジェ
クト・コストの負担状況は適切であったと評価できると考えてい
る。」

3-1 プロジ
ェクトの実
績（投入）

総局長への
インタビュ
ー調査

 3.2　プロジェ
クト支援体制
の効率性への
貢献度

 3.2.1 国内支援委員会の活用度合い：高い
 
＋国内支援委員会は、プロジェクトの専門家が助言を求めた場合、助
言を与え、それらの助言は、直接的又は間接的にプロジェクトの活
動に反映された。

専門家への
インタビュ
ー調査

  3.2.2 中央レベル調整委員会（CCCM）及び州レベル調整委員会
（PCCM）の活用度合い：高い

 
＋インタビュー調査において、総局長及び専門家全員が、CCCM及び

PCCMがプロジェクトに果たした役割を高く評価した。CCCMや
PCCMでは、プロジェクトが抱えている問題点が討議され、解決策
が見出され、提言が行われるなど、よく機能したと考えられる。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果０）
総局長、専
門家へのイ
ンタビュー
調査
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調査項目 調　査　結　果 参　照
  3.2.3 JICA調査団による提言の活用度合い：高い

 
＋長期専門家からは、JICA調査団はプロジェクトの方向性や活動の決
定に関して有効であったという意見が寄せられた。

専門家への
インタビュ
ー調査

 3.3　その他機
関との連携の
効率性に対す
る貢献度合い

 3.3.1 青年海外協力隊（JOCV）との連携が効率性に貢献した度合い：
高い

 
＋ JOCVは現場における有効な情報を提供しただけでなく、プロジェ
クトのモニタリングにも協力したとして、専門家はJOCVとの連携
を高く評価している。

＋ JOCVからも、プロジェクトの関連情報を専門家に尋ねた場合、適
切な情報が得られ、現場でそれらの情報を反映できたとの意見が述
べられている。

－一方、JOCVからは、プロジェクトとの連携について、次のような
課題が指摘された。JOCVはプロジェクトとは独立して活動を実施
しているため、隊員のなかにはプロジェクトの情報が十分に届かな
かった人も存在した。それらの隊員からは、プロジェクトに関して
もっと多くの情報や説明が必要であるとの意見もあった。

専門家への
インタビュ
ー調査

JOCV へ の
インタビュ
ー調査

JOCV へ の
インタビュ
ー調査

  3.3.2 他機関との連携が効率性に貢献した度合い：高い
 
＋プロジェクト実施においては、国内外の多数の機関との連携を行っ
た。

 

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果６）
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４－１－４　インパクト

　インパクトとは、プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的な正負の効果

のことである。この項では、計画当初に予想された効果及び予想されなかった効果を検討した

結果、いくつかの予想されていなかったプラスの効果が得られ、又は発現しつつあることが確

認された。その一方、プロジェクトの上位目標（母子保健状態の向上）の達成度については、今

後、更なる調査が必要である点が指摘された。

調査項目 調　査　結　果 参　照

4.1　上位目標
の達成度
 

 4.1.1 上位目標の達成度：今後達成度を測る必要性がある
 
±現段階では、プロジェクトの上位目標である「重点２州における母
子保健状態の向上」及び「インドネシア全土における母子保健サー
ビスの向上及び母親の意識と行動の変革」の達成度を測ることは、
下記の理由から困難である。
① 母子保健状態の向上は、母子健康手帳のみで達成することは不可
能であり、保健サービス（システム）などに達成度を妨げる阻害
要因も存在する。

② インドネシアは非常に大きな国であるため、母子健康手帳が全州
を100％カバーすることはかなり困難である。また、コミュニケ
ーションが困難な遠隔地も存在している。

3-1 プロジェ
クトの実績
（上位目標）

総局長への
インタビュ
ー調査

4.2　他のイン
パクト

 4.2.1 プラスのインパクト：発現した

＋母子保健サービスの費用対効果の改善：母子健康手帳を印刷するこ
とは、それまで多くのカードや記録、教育教材をばらばらに印刷し
ていた場合と比較して、費用対効果の点でより優れている。したが
って、母子健康手帳は、母子保健サービスの効果的な運営管理シス
テムの改善に貢献したと考えられる。

＋プロジェクト対象州以外への母子健康手帳の展開：1993年に、母子
健康手帳プログラムは、保健省、州衛生局の協力の下、JICAの支援
によって中央ジャワの１市で試験的に開始された。2003年現在では、
インドネシアの31州のうち25州で、350県のうち197県において母子
健康手帳が展開するに至っており、この展開は非常に着目できる結
果だと思われる。

C／Pへの聞
き取り、
モニタリン
グ調査

総局長、専
門家への聞
き取り、
プロジェク
ト関連資料

  4.2.2 マイナスの影響：一部に懸念あり
 
－批判：母子健康手帳は、非識字女性に対して、マイナスの影響をも
たらしたとの批判がある。インドネシアには多数の地方語があり、
インドネシア語が日常的に使われていないため、インドネシア語で
書かれている母子健康手帳を読むことをストレスと感じている女性
も存在している点が指摘されている。

総局長、専
門家、C／P
へのインタ
ビュー調査
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調査項目 調　査　結　果 参　照

4.3　インパク
ト発現に対す
る貢献要因、
阻害要因

4.3.1 インパクト発現に対する貢献要因

１）プロジェクトの前提条件が充足した
＋プロジェクトの前提条件である、インドネシア政府及び受益者のニ
ーズや要望にプロジェクトが合致していた。

＋母子健康手帳活動は、プロジェクト開始前の1993年から行われてお
り、それらの経験がプロジェクトの実施に貢献した。

２）母子健康手帳の広域性が実現した要因
＋他ドナー〔WHO、ユニセフ／国連児童基金（UNICEF）、世界銀
行、アジア開発銀行（ADB）、二国間ドナー〕、NGO、職能団体集
団等のコミットメントが得られた。

＋ソーシャリゼーションやアドボカシー活動を通じて、州、県・市関
係者の高い関心を引き起こすことができた。

＋インドネシアの多様な地域性にかんがみ、16州では母子健康手帳の
表紙写真が各民族を代表する母子（あるいは両親と子）となるなど、
地方性への配慮を行った。

３）継続性が実現した要因
＋保健大臣、総局長の強いコミットメントが得られた。
＋保健省内及び州衛生局で、優秀なC／Pに恵まれた。
＋母子健康手帳利用者の強いオーナーシップが引き出された。

プロジェク
ト関連資料

4.3.2 上位目標のための外部条件の充足度合い並びに他の阻害要因

－経済危機：経済危機は依然としてインドネシアの経済状況に影響を
及ぼしており、保健セクターにおいてもマイナスの影響が生じてい
る。

－社会の経済状況：経済危機の結果、貧困人口が増加し、特に幼児を
中心とした保健指標の低下を招いた。また、経済の悪化に伴い、特
に貧困層の保健サービスへのアクセスが低下した。

－地方分権化：地方分権化は、様々な影響をもたらしている。中央政
府の地方政府に対するコントロールは、ほとんど効果がなくなり、
保健関連事業の成否は州、県・市の能力に大きく依存するように変
化した。

＋母子健康手帳に対する地方分権化に伴うマイナスの影響を最小限に
とどめるため、保健省は“Minimum Service Standard”の設定や
州に対する助言のための機関を設けるなど、様々な努力を行ってい
る。また、保健省は経済危機に対処するため、①特に必要性のある
人々や貧困層へのターゲッティングの強化、②より効果的・効率的
なプログラムの実施、③試験的なプログラムの禁止、④過剰利用な
どを避けた標準的基準に基づいたプログラムの実施などに取り組ん
でいる。

総局長、専
門家への聞
き取り、モ
ニタリング
調査
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４－１－５　自立発展性

　自立発展性とは、我が国の協力が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続され

るかどうかを、プロジェクトの自立度を中心に検討する評価項目である。今回、組織的側面、

財政的側面、及び技術的側面から自立発展性を検討した結果、財政面に若干の課題が残されて

いるものの、全体的にはほぼ満足できるレベルに達しているとの結論を得た。

調査項目 調　査　結　果 参　照

5.1　組織的自
立発展性

5.1.1 母子健康手帳に対する政府の支援の継続性：高い

１）中央政府
＋プロジェクト開始時から、プロジェクト終了後の母子健康手帳の利
用の自立発展性について、様々な協議を行ってきた。

＋総局長からは、プロジェクト終了後も母子健康手帳に対して必要な
支援を提供したいとの強い意思が表明された。母子健康手帳の利用
状況を維持する方法として、以下のようなアイデアが既に考えられ
ている。
① 母子健康手帳を利用することを中央並びに地方政府プログラ
ム・予算の定型に位置づける。

② 母子健康手帳の利用に関心を示す他の州、県・市に対して、継続
的にアドボカシー活動を行っていく。

③ “Minimum Service Standard”を作成し、そのなかに母子健康
手帳を含める（現在同standardは作成中である）。

④ 力の弱い州に対して支援を行い、他の資源の活用などを検討す
る。

２）地方政府
＋地方政府においては、母子健康手帳を政府の条令等のなかに位置づ
けているところもある。また聞き取りを行ったC／Pからは、「各市・
県と州衛生局の連携によって、母子健康手帳活動の実施に成果をあ
げている」州として、ジョグジャカルタ州の名前があげられている。

総局長への
インタビュ
ー調査

プ ロ グ レ
ス・レポー
ト

C／Pへのイ
ンタビュー
調査

  5.1.2 母子健康手帳の運営管理システムの堅固さ：おおむね良好
 
＋長期専門家によれば、母子健康手帳の全般的な運営管理は機能して
いるものの、将来においては中央と地方政府の連携強化が望まれる
としている。

専門家への
インタビュ
ー調査
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調査項目 調　査　結　果 参　照
 5.1.3 他機関からの支援の継続性：高い

１）他ドナーとの連携
＋母子健康手帳の利用状況を継続するため、保健省は他ドナーの活動
のなかに母子健康手帳の利用を盛り込むことなどを推進する予定で
ある。

＋WHOへの聞き取りにおいて、WHOはIMCIのコンポーネントを母子
健康手帳のなかに取り込みたいという意思を表明した。また、WHO
は母子健康手帳活動を支援する意欲を示している。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果６）

総局長及び
WHO へ の
インタビュ
ー調査

２）民間セクターとの連携度合い：高い
＋保健省はキリスト教系の保健（PERDHAKI）民間非営利団体（NGO）
と連携を行っており、PERDHAKIに対して１万冊の母子健康手帳を
資本として提供した。また、保健省はインドネシア助産師協会（IBI）
とも連携しており、IBIに対して母子健康手帳を資本として提供し
た。IBIはそれらの資本を基に、母親に対して母子健康手帳を販売し、
その売上金を回転資金として活用している。

＋保健省は、母子健康手帳の利用を高めるため、産科病院や母子クリ
ニック、民間機関の医師や助産師などとも連携を行い、ユーザーフ
ィー・システムを導入している。

総局長、IBI
へのインタ
ビュー調査

３）民間企業との連携度合い：今後の課題
＋保健省と民間企業との連携は現在なされていないが、保健省は、将
来民間企業とも連携を行いたいとしている。

総局長への
インタビュ
ー調査

5.2　財政面の
自立発展性

5.2.1 財政面の自立発展性：一部懸念材料あり

＋州政府や県・市政府に対するソーシャリゼーションやアドボカシー
活動を通じて、ユーザーフィー・システムがいくつかの地域では導
入され、地方政府予算による母子健康手帳の印刷数は徐々に増加し、
地方政府予算から母子健康手帳印刷費を充当する地域も現れた。

－しかし、一方で、インドネシアでは依然として経済危機の影響や、
それに伴う経済の諸問題を抱えていることも事実である。

－地方政府予算にも限度があることを考慮しつつ、保健省は今後もア
ドボカシー活動などを推進していく必要性を認めている。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果４）

総 局 長 、
C／Pへのイ
ンタビュー
調査
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４－２　結　論

（１） 結論として、本プロジェクトは成功裡に実施され、プロジェクト協力期間終了時までに初

期の目標が達成される見込みが確認されたことから、当初予定どおり2003年９月末をもって

終了することが適切である。数多くの貢献要因のなかでも、特に母子健康手帳活動の広域性が

実現した要因、自立発展性を促した要因を下記に記載する。

調査項目 調　査　結　果 参　照
 5.3　技術面の
自立発展性
 

 5.3.1 母子健康手帳の利用の継続度合い：高い
 
 １）研　修
＋母子健康手帳は、西スマトラ州及び北スラウェシ州においては、看
護・助産師教育のカリキュラムのなかに導入するための試みが始ま
っている。

＋保健省は、地方分権化のために全国レベルで研修を支援することは
できないが、トレーナー研修（TOT）の支援は可能である。保健省
は研修のための専門家を抱えており、研修費負担の意思があると述
べている。

２）C／Pの技術能力：高い
＋専門家によれば、C／Pは一連の母子健康手帳活動（計画、実施、モ
ニタリング、評価、フィードバック）を自力で行う能力を有してい
る。

＋聞き取り調査においても、C／Pの67％が自力で母子健康手帳活動を
実施できると回答している。

3-1 プロジ
ェクトの実
績（成果１）
総局長への
インタビュ
ー調査

専門家への
インタビュ
ー調査

C／Pへのイ
ンタビュー
調査

  5.3.2 C／Pの母子健康手帳活動に対する継続配置の見込み：ある程度
高い

 
＋聞き取り調査において、C／Pの83％がプロジェクト終了後も母子健
康手帳活動を実施したいという意思を表明した。

C／Pへのイ
ンタビュー
調査
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母子健康手帳活動の広域性が実現した要因
１）インドネシア側の要因
・ 母子健康手帳活動の促進に対して、保健省の上層部における強い政治的コミットメントと熱意、
オーナーシップがあった。

・ インドネシア側の中核となる複数のC／Pに大きな異動がなく、プロジェクト協力期間を通じて、
継続してプロジェクト活動に従事した。

・ 母子健康手帳が保健省のプログラムとして認知されるようになった。

２）日本側の要因
・ 日本政府は、1993年から中部ジャワにおける母子健康手帳プログラムの試行、個別専門家派遣、
本プロジェクト協力と、継続的な支援を行ってきた。

３）他機関との連携
・ 本プロジェクトは、二国間援助機関、多国間援助機関、専門職能団体、民間機関、NGO等との
連携を重視し、広域での母子健康手帳の配布が可能となった。

４）文化的多様性等への配慮
・ 文化的多様性がインドネシアの特徴となっている背景を踏まえ、現在16州では母子健康手帳の表
紙写真が各民族を代表する母子（あるいは両親と子）となっている。また、母子健康手帳には、
妊産婦と乳幼児の健康のために有用な知識がわかりやすく記載されており、母親をはじめカデー
ルの活用しやすさに配慮している。

自立発展性を促進した要因
１）人材育成
・ 母子健康手帳を使用した母子保健サービスの質的向上をめざし、カデール、助産師、その他保健
医療従事者に対する母子健康手帳活動に関する研修を実施した。

・ 母子健康手帳活動に関する研修を州、県・市が実施できるような体制を整備するため、研修マニ
ュアルやガイドラインなどの作成を行った。

２）アドボカシー活動
・ 地方分権化に伴い、財政面での決定権は州、県・市が握っていることから、州、県・市に対して、
積極的なアドボカシー活動を展開した。

・ ドナー、NGO、職能団体に対しても、母子健康手帳ドナー会議の開催や職能団体へのセミナー
の実施などを通じてアドボカシー活動を展開した。

３）プロジェクトの中央、州事務所との連携、プロジェクトとJOCVとの連携
・ プロジェクト開始時においては、ジャカルタ事務所にリーダーと調整員を各１名配置し、プロジ
ェクト地域である重点２州には専門家を各２名ずつ配置してきた。その後、徐々に中央の事務所
の役割が増加したが、プロジェクトの協力期間を通じて、中央と重点２州の事務所の連携は、非
常にスムーズに行われた。

・ 専門家の配置されていない準重点６州においては、地域保健分野のJOCVが県・市レベルの保健
医療従事者とともに地域住民への直接指導や健康教育の充実を目的として、母子健康手帳を活用
しながら活動を実施した。

４）各レベルにおけるモニタリング活動の実施
・ 州、県・市、保健所、地域の各レベルにおいて、母子健康手帳の印刷・配布、その利用状況の定
期的なモニタリングを行う体制を整えた。

５）健康促進活動
・ 重点２州における母子保健サービスの質的向上をめざして、母親学級の実施を行った。
・ カデールの参加促進を目的に、母子健康手帳の使用方法や健康教育の簡易トレーニングの実施、
保健ボランティア大会の実施などを行った。
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（２） 本プロジェクト終了後も、インドネシア側関係者の主体的な取り組みにより、母子健康手

帳活動が継続的に展開され、ひいては将来の母子保健状態の向上に寄与することが期待されて

いる。しかし、経済危機後の財政悪化や地方分権化による地方への権限委譲により、今後の自

立発展には課題も残されている。
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第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　協力期間終了までのプロジェクト活動、及び将来的な母子健康手帳活動の展開のために、以下

の点が推進されるべきであるとの提言が、日本・インドネシア側双方によりなされた。

（１） 短期的提言

１）　世界保健機関（WHO）との合同調査の実施

　東ジャワ州において、WHOとの合同調査を実施し、母子健康手帳及び包括的小児疾患戦

略（IMCI）の効果に関する実証的調査を実施すること（2002年10月から準備会議が始められ、

2003年３月現在、調査プロポーザルを作成中）。

２）　青年海外協力隊（JOCV）との連携強化

　プロジェクトとJOCV間において情報交換システムの確立を行うこと。

３）　母子健康手帳を保健省の保健政策に組み入れることの法的あるいは保健医療システム内

での位置づけの強化

　保健医療従事者、特に助産師が実施する基本的活動項目の１つとして、母子健康手帳活動

を入れるように促進すること。

４）　地方政府（州、県・市）に対する母子健康手帳活動にかかわるアドボカシー活動を継続す

ること。

　政策立案者（BAPPEDA－計画局、地方議会、地方行政長等）や財政担当者のためのブロー

シャーを製作し、母子健康手帳の財政的自立に関する調査結果を共有すること。

５）　民間セクター、特に職能団体との連携協力をより密接にすること

　具体的な対象として、インドネシア助産師協会（ IBI）、インドネシア産婦人科医師会

（POGI）、インドネシア小児科医師会（IDAI）、地域婦人会（PKK）及び草の根で活動する民

間非営利団体（NGO）があげられる。

６）　他ドナー機関との連携協力をより密接にすること

（２） 中・長期的提言

１）　地方政府の母子健康手帳に関する活動計画の策定へのアドボカシーの実施

　地方分権化以降、母子健康手帳活動及びその予算化が地方政府の役割になったことにかん

がみ、地方政府に対するアドボカシーを行い、母子健康手帳活動の展開や母子健康手帳の印

刷予算確保に関する活動計画の作成を促進すること。
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２）　地域的多様性に適した母子健康手帳の更なる改訂

　インドネシアの文化的・地域的多様性にかんがみ、母子健康手帳が地域の状況により合致

するよう、更に母子健康手帳の改訂を行うこと（現地語による母子健康手帳印刷等）。

３）　保健医療従事者の能力向上

　保健医療従事者に対して、技術面及び運営管理面におけるトレーナー研修（TOT）の実施

や（西スマトラ州では既に実施中であるが）看護・助産師教育のカリキュラムのなかに母子健

康手帳を導入すること、母子健康手帳を利用した健康促進活動（母親学級等）をより強化する

こと。

４）　既存のシステムや調査のなかに母子健康手帳関連指標を導入すること

　母子健康手帳の効果の評価を可能とするため、既存の保健情報システムや全国・地方レベ

ルにおける調査のなかに、母子健康手帳に関連する、より適切な指標を導入すること。

５）　母子健康手帳活動とその他保健プログラムとの横断的な連携の強化

　母子保健の向上は、既存の母子保健システムに組み込まれ、その一部として有機的に他の

サービス、特に治療サービスと結びつくことが必要であるとの観点から、母子健康手帳活動

とその他の関連プログラム〔例：早期の子どもの発達（ECD）及び早期の子どものケアと教育

（ECCE）〕との横断的な連携強化を図ること。

５－２　教　訓

　将来の母子保健分野、及び他分野のプロジェクト実施にあたり、本プロジェクトから特に援助

の運営管理を中心とした教訓は以下のとおりである。

（１） 適切な事前評価調査の実施

　JICAでは2001年度案件から、プロジェクトを実施する前に「事前評価」を行い、案件を実施

する妥当性・必要性について検討し、それを基にプロジェクトの実施の決定を行うことになっ

ている。しかし、本プロジェクトの計画案作成時点は、事前評価の導入前であったため、十分

な評価を踏まえたうえで具体的な指標を設定するというプロセスを経ていなかったため、終了

時評価調査時においては、上位目標（母子保健状態の向上）の適切な指標を入手することができ

なかった。

　以上の教訓を踏まえ、今後のプロジェクトの実施にあたっては、事前評価調査を充実させ、

より適格な指標を設定することが望ましい。

（２） プロジェクトの全段階において、より参加型の運営管理を行うこと

　JICAの「プロジェクト・ドキュメント作成ガイドライン」によれば、プロジェクト計画立案
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においては、カウンターパート（C／P）側のコンセンサスを得ることが重要であり、プロジェ

クト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップなどのようなエクササイズをC／P側

と共同で行うことが望ましいとしている。また、計画時だけでなく、プロジェクトの実施、評

価時点においても、被援助国側の参加を高めていくことが、より良いプロジェクトの運営管理

につながるとされている。本プロジェクトの開始前においても、事前調査団の派遣を受けて、

短期調査団が派遣され、本プロジェクトの対象州においてPCMワークショップが実施され、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）が作成された。しかし、インドネシアの大統

領選挙前後の社会・経済的不安などを理由に、同ワークショップは当初計画を大きく変更せざ

るを得ず、相手側の十分な参加を引き出せずにPDMが作成されるという事態を招いた。

　以上の教訓から、今後のプロジェクトの運営管理にあたっては、計画時から実施、モニタリ

ング、評価の各ステップにおいて、十分な参加型手法を用いることが望ましい。

（３） 定量的指標に代わる代替的評価指標（手法）の検討及び調査

　指標は、プロジェクトの結果をできるだけ定量的に実証するためのツールであるが、プロ

ジェクトがめざしている内容によっては、定量的にとらえることができるものと、定性的にと

らえる方が適しているものがある。本プロジェクトの上位目標（母子保健状態の向上）の指標と

しては、乳児死亡率（IMR）や妊産婦死亡率（MMR）などの定量的指標が設定されたが、このよ

うな指標は変動をみるのに長時間必要である。また、途上国では通常全国レベルのIMRや

MMRの統計は入手可能であるが、州ごとの細分化された信憑性の高い統計を入手することは

難しい。そのため、本評価調査では多くの労力を要したものの、限られたプロジェクト期間中

に、信頼性の高い重点２州（あるいは準重点６州）レベルでのこの種の統計データを入手、比較

することはできなかった。

　以上の教訓から、今後は、定量的な指標に代わる代替的指標などを検討することが望まし

い。

（４） プロジェクトの計画内容の変更時における十分な調査及び協議の実施

　本プロジェクトでは、プロジェクト開始から２年半が経過した2001年３月に、予想以上に

早くプロジェクトの目標が達成される見込みであることがインドネシア側との間で確認された

ため、重点２州に加えて新たに準重点６州に対して支援を行うことが決定され、R／Dの変更

が行われた。しかし、討議議事録（R／D）の変更時において、プロジェクトのこれまでの成果

や目標達成の見込みが十分客観的に評価・検証されるというプロセスを経ずに行われたため、

本評価調査時点において、準重点６州に対して支援を拡大したことがプロジェクトとして妥当

であったか否かという判断をすることは困難である。



－46－

　以上の教訓を踏まえ、今後、プロジェクトの実施中にプロジェクトの当初計画を大きく変更

する必要性が生じた場合は、詳細な分析調査とともに、関係者の間で十分な協議を行うことが

望ましい。

（５） 技術協力プロジェクトと他のJICAスキームとの連携促進

　本プロジェクトでは、JICAの他スキームである青年海外協力隊（JOCV）との連携強化を促

進し、効果的なプロジェクトの実施に大きく貢献したと評価された。また、その他スキームと

して、無償資金協力、個別専門家派遣、人口家族計画特別機材供与があり、それらの存在が母

子健康手帳活動の広域展開に果たした役割も高く評価された。

　以上の教訓から、今後も、技術協力プロジェクトの実施にあたっては、積極的に他のJICA

スキームと連携を行っていくことが望ましい。

５－３　プロジェクト終了後に対する日本側の提言

　プロジェクト終了後の協力について、日本側からの提言は以下のとおりである。

　インドネシア保健省は、母子保健をプライオリティーの高い分野の１つとして位置づけて、母

子健康手帳活動をそのツールとして高く評価し、全国展開を計画している。しかしながら、経済

危機による財政難に加えて、2001年に施行された地方分権化の影響もあり、この計画を独自に実

施することは困難だとの判断から、日本政府に協力を要請している。要請内容は、①母子健康手帳

普及拡大、②母子健康手帳活動の質の向上である。

　インドネシアはこの計画に対しても、母子健康手帳の導入から本プロジェクトに至るまで長く、

継続的な協力を実施してきた我が国の協力を望んでいる。我が国が有する経験豊かな活動分野で

ある母子健康手帳に協力することは意義があると同時に、同国において母子健康手帳の全国普及

を目前にしている現状にかんがみ、これに応えることは我が国にとっても有益だと考える。

　協力のスキームとしては、新たな技術協力プロジェクトの設定が適切だと考える。協力内容に

ついてはインドネシア側の要請を効果的に実施するため、調査及び協議を行う必要がある。

　協力を効果的に実施するためには、母子健康手帳の定着に向けた全国展開と活動の質的向上に

向けてのシステムづくりを目的とした、技術協力プロジェクトの実施が必要だと思われる。在外

開発調査、企画調査員の派遣、個別専門家の派遣、草の根技術協力、研修員へのFollow-up

Cooperation（FCOP）、ボランティア派遣、現地国内研修などの、他のスキームとの連携あるいは

プログラム協力も検討に値する。

　他方、本プロジェクト終了後も、現在実施中のJOCV及び派遣予定の保健行政アドバイザーとの

連携を継続することが望まれる。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者リスト

３．ミニッツ及び最終評価報告書

４．調査団長所感

５．母子健康団員報告

６．地域保健団員報告
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